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Abstract 
Two meetings on archives in the field of natural sciences were held in 

FY2023.   
The first one was held at National Institute of Polar Research (NIPR) on 

October 5, 2023, with 45 participants from various institutes and 
universities. 

The second was at the National Institute for Fusion Science (NIFS) on 
February 27 -28, 2024, with 76 participants including 47 on-line 
participants.  In this meeting, issues related to the archival activities 
mainly in the scientific research fields were reported and discussed. 

In this report, presentations and discussions at the second meeting are 
summarized. This second meeting was performed as a collaboration 
research program of NIFS24KIGQ005. 
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核融合科学研究所共同研究 

2023 年度第 2 回「自然科学系アーカイブズ研究会」 

開催の趣旨について 

高岩義信 

高エネルギー加速器研究機構 

史料室（協力研究員） 

１．はじめに 

この研究会は核融合アーカイブ室と協力して進められている「自然科学系アーカイブズ研究会」のシ

リーズにつながるものとして、核融合科学研究所（NIFS）の一般共同研究（研究会）「核融合アーカイブ

ズおよび類似の科学技術研究資料保存施設の維持と利用・活用の推進について」（代表・高岩義信）とし

て承認されているものである。このシリーズの研究会は総合研究大学院大学とそれと連携する自然科学

系の大学共同利用機関において研究資料の取扱いに関わる研究者および実務者を中心にその情報交換

の場として始まったが、次第にその輪が広がり、それ以外の研究機関や大学で理学・工学系およびそれ

に限らず研究資料・研究者の資料一般にかかわる関係者に加えて、資料取扱の専門家である文書館等、

図書館および博物館からの参加も増えてきて、毎回活発な議論がなされるようになってきた。 

研究会は主題となるテーマを設定し、それに関して話題を提供していただける方の講演を軸として、

それ以外の話題についても自由に発表していただく形をとっている。今回のテーマについては次節に述

べる。 

２． テーマ「資料データベースに関わる課題について」― 背景となる問題意識と状況 

研究会の参加者にはアーカイブズ施設、史資料館等で、その資料データベースの管理維持に苦労され

ている方が少なくない。今回は、とくにその資料データベースに充分な資源を割り当てることが難しい

ようなところで、どのような取り組みがなされ、またどのように今後取り組むべきかについての示唆が

得られるような話題を提供していただくことに焦点をあてて以下のような趣旨で講演の依頼をした。そ

れぞれの講演の報告が掲載されているので、詳しくはそちらを見ていただきたい。 

(1)アーカイブ資料その他の歴史的資料の収集・保存・管理には収蔵する資料のデータベースが不可

欠である。それらの資料が活用されるためにはすべての資料ではなくても、一般向けにそのリス

トを公開することが求められる。それによって資料の存在がアピールされ、そこで行われている

アーカイブズ活動が周知され、評価されることによって、アーカイブズのための施設の維持に資

すると考えられる。 

(2)しかし、研究のための機関や施設での現状は、関連する資料を管理する史資料室が存在するとし

ても、十分な活動のための資源の確保が難しい。例えば、保管場所の確保、資料管理の専門知識

を備えた、たとえばアーキビストのような人材を配置することが容易ではない。

[中村覚講演、青木健一講演]

(3)今回、とくに取り上げたいのは、(1)の資料データベースの維持・管理と公開にかかわる資源と管

理体制の問題である。データベース ・システムの維持のための資源の管理にはハードウェア、ソ
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フトウェア、セキュリティの管理も含まれるインフラの整備コストが馬鹿にならない。上記のよ

うな研究機関（部局）のアーカイブズ担当の施設等ではそれに適した人的資源が定常的に配置さ

れることは期待できない。 

(4)他方、アーカイブズ資料記述のデータベースに関しては、記述の標準があることが知られており、

それに準拠するような各種のオープン・ソフトウェアの開発が進められている。

① 後者に関しては、オープンソフトウェアなのでその導入には原則としてコスト・フリーであ

るが、実際はかなりの専門的知識に習熟したものでないと、その導入・運用は難しく、その

ための人材確保、外部への業務委託、あるいはクラウド・サービスの利用という形でのコス

トが発生しうる。多くの場合、それぞれの資料整理担当者グループ内または周辺のボランテ

ィアでいずれを採用するか判断して導入がなされている。 

[橋本陽講演、奥野雅子講演、中村覚講演、青木健一講演] 

② 前者に関しては、近年データベース記述の標準の見直しが国際機関の ICA で進められてい

るが、それに準拠するソフトウェアの開発の将来の見通しは明瞭ではない。むしろ、それを

実現するソフトウェア・システムは高度の IT技術に依存したものとなることが想像される。 

[橋本陽講演]

(5)そのような状況は、アーカイブズ資料データベースに限らず、むしろ近年は博物館や美術館など、

様々な機関・施設が情報公開の一環としてデジタル化された資料の公開を進めており、そちらの

方がひろく課題の認識が進んでいるように思われる。その場合、記述の標準に関してもそれぞれ

の場合に応じていわゆるメタデータ・スタンダードが採用されたり、あるいは様々なメタデータ・

スタンダードに応じるような汎用的なソフトウェアが採用されたりしていると思われる。

[奥野雅子講演、中村覚講演] 

３． その他の講演など 

この研究会では特定のテーマにとらわれずに、それぞれの関係者のかかわる資料取扱に関わる経験の

披露および課題・問題点の情報交換にも心がけてきており、今回もそのような話題提供者の講演が多く

あった。話題は多岐にわたり、内容としては、例えば資料の作成者または作成時の状況に関わること、

アーカイブズ施設の資料に基づいて歴史分析を行う話題、また資料整理の実際に関わる報告、およびア

ーカイブ施設としてのあり方に関わる課題などがあった。いずれも興味深いものであったが、これらに

ついてもそれぞれの講演の報告を参照されたい。 

なお、このシリーズの研究会は相互に協力する研究機関で独自の課題を設定して企画し主催する研究

会と連携をしながら進めている。2023 年度第１回「自然科学系アーカイブズ研究会」は 10 月 5 日に国

立極地研究所においておこなわれた。その研究会の記録はプロシーディングズの形では残されていない

が 

国立極地研究所学術情報リポジトリ/研究集会/令和 5 年度/2023 年度第 1回自然科学系アーカイブズ研究会

https://nipr.repo.nii.ac.jp/search?page=1&size=20&sort=custom_sort&search_type=2&q=1706836791289 

から情報を得ることができる。関心のある方は参考にしていただきたい。 
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アーカイブズ記述標準の思想とその実践方法

橋本 陽 

京都大学大学文書館 

１．はじめに 

 本稿のキーワードの 1つは、リンク（Link）である。リンクは紐付けと和訳できる。この紐という語

には、次の 4通りの意味が含まれる。 

① 物をくくったり、結んだり、しばりつけたりする細長いもの。糸より太く、綱より細いもの

をいう。ひぼ。「―を解く」「荷物に―を掛ける」

② 女を働かせ金品をみつがせている情夫を俗にいう語。

③ 何らかの制限を加えて、自由を奪うもの。「―のついた融資」「―つき」

④ 〔その形状から〕アカガイ・ホタテガイなどの外套膜[1]。

紐付けの紐と関連性の高い①以外に、②〜④という別の事項を表す場合にも紐という言葉は使用される。 

 デジタルアーカイブという言葉にも同じような側面がある。これは、所蔵するデジタル資料をデジタ

ル空間で公開する、美術館、図書館、アーカイブズ、博物館など各種文化機関を包摂する用語として使

用されている。実際、デジタルアーカイブ学会の講演において、吉見俊哉がデジタル技術によって、諸々

の文化機関にある資料が統合され、それに伴い、例えば文書館学、つまり本稿でいうアーカイブズ学の

考えも根底から変化せざるを得ないという見解を示している[2]。この根本からの変化という主張に関

しては、電子記録について先進的な研究を行う欧米のアーカイブズ学の専門家が同様の見解を示した事

例を確認できないが、各種文化機関のデジタル資料を横断的に探し、閲覧できる検索システムが構築さ

れているという点に限っては、一種の統合が進んでいることは事実である。 

 本稿は、このデジタルアーカイブに包摂される各種文化機関の中でも、アーカイブズを対象とし、そ

の検索システムに使用される記述標準の思想と、この標準を検索システム上で実践する方法について論

じる。最初に、ヨーロッパにある文化機関の収蔵資料を横断検索できるヨーロピアーナ（Europeana）に

おけるアーカイブズの扱い方を見た上で、そのシステム内では十分に表すことのできないアーカイブズ

固有の性質を確認する。続いて、その性質を描写することのできるアーカイブズ記述標準を説明し、オ

ープンソースのソフトウェアであるアトム（AtoM: Access to Memory）によって、どのように記述標準

を実現できるかを紹介した後、その利点を述べる。 

２．ヨーロピアーナにおけるアーカイブズの扱い 

日本における文化機関横断型のデジタルアーカイブの最たる事例はジャパンサーチである。ジャパン

サーチは、ヨーロピアーナの日本版として構想された[3]。デジタルアーカイブジャパン推進委員会・実

務者検討委員会は、ジャパンサーチで使用するアーカイブ機関という用語には、博物館、美術館、図書

館、文書館、企業、大学・研究機関などを含むと説明している[4]。この中の文書館とは、本稿における

アーカイブズを指す。複数の国家にある多数の文化機関が参画するヨーロピアーナを、日本国という 1

国だけの取り組みに準えることが妥当かどうかはさておき、ジャパンサーチは、国内にある多種多様な

文化機関の収蔵資料を検索し、デジタル資料を閲覧できることを可能としている。 
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このジャパンサーチに影響を与えたヨーロピアーナは、国家と分野を横断する形で、ヨーロッパ全域

にある文化機関の収蔵資料を検索、閲覧できるシステムである。ここで、資料のタイプ（Type of object）

が Archival material（アーカイブズ資料）として登録される事例として、ヨーロピアーナにオランダ

国立公文書館が提供していた記録を見てみよう。「提供していた」と書かざるを得ないのは、2024 年 2

月 27 日の報告の時点では確認できたものの、4月 30 日現在、ヨーロピアーナから削除されているため

である。報告当日に紹介したのは、“Akte van overdracht van omtrent 8 gemeten land in de polder 

Den Bommel door Phillip Yemansz. aan Marinus Willemsz. te Zierikzee.”というタイトルの、1563

年と 1566 年に作成された土地譲渡の証文 2 枚である。この資料は提供元であるオランダ国立公文書館

の検索システムにおいては現在も確認できる[5]。2 つの検索システムには、資料を検索するのに必要と

なる記述メタデータの書き方に違いがある。ヨーロピアーナでは、作成者、資料のタイプ、提供機関、

パブリックドメインであるかどうかなどを記入する権利情報、そして出所などのメタデータを 1点単位

の資料に付与しているのに対し、オランダ国立公文書館の方では、1 点単位の情報だけでなく、それを

取り巻くコンテクストを提示するようになっている。例えば、2枚の証文が、出所を同じくする 1 つの

記録群の中にある他の記録とどのような関係性の中に位置づけられていたのかを、その記録群の階層構

造を示すことで読み取れるようにしている。さらに、この記録群が形成された背景や、その形成に関与

した記録群作成者たちについても説明が加えられている。このように、オランダ国立公文書館のシステ

ムからヨーロピアーナに移ると、資料を説明する記述要素が減少する様相が見て取れる。

これは、専門家だけではなく、授業の教材を探す教員など広い層をユーザー対象とするヨーロピアー

ナの性質を考えれば当然である。例えば、利用者が未発見の記録を追い求める歴史研究者でなければ、

コンテクストの詳細な記述まで必要としない場合が大半であろう。さらに、図書館や博物館など本来は

性質の異なる機関同士で共有できる範囲に記述メタデータを限定することになれば、本来のアーカイブ

ズの検索システムになければならない要素も落ちてくることになる。しかし、逆にいえば、専門的な研

究者であれば、そのような要素は当然必要になってくるし、そうであるからこそ、オランダ国立公文書

館のシステムは、記録の内容だけでなくコンテクストも提示しているのである。このような特徴をもつ

アーカイブズを説明し、さらには検索を可能とするのに必要な要素を定めた標準が、アーカイブズ記述

標準である。 

３．アーカイブズの定義と記述標準 

アーカイブズ記述標準に関して、国によっては自国の標準を定めているが、一番知られているものが、

国際アーカイブズ評議会（ICA: International Council on Archives）が作成した国際記述標準である。

この標準が対象とするアーカイブズとはどのような性質をもつのかについて、アーカイブズ学および関

連分野の専門家が集い、電子記録の長期保存について考察するインターパレス・プロジェクト

（InterPARES Project以下インターパレスと表記）が作成した辞書[6]をもとに簡単に言及する。 

アーカイブズ（Archives）は、アーカイブズ（記録群）とアーカイブズ（機関）を含む用語である。

最初に、アーカイブズ（記録群）の意味を紹介する。アーカイブズ（記録群）とは、「1人の自然人また

は 1つの法人が、業務/活動の中で、作成するかまたは受け取り、その当事者または正当な後継者が、そ

の後の行動や参照のために保管する文書の総体」である。文書（Document）とは、「安定した文体で、媒

体に付与されたメッセージが構成する情報の分割できない単位」であり、「安定した内容と一定の形式」

をもつ。ここで、安定した内容とは、記入された内容が変更されていない状態を、一定の形式とは文書

の表示のされ方が一定の範囲に収まっている状態をいう。記録とは「実際の業務/活動の中で、その手段
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または副産物として、作成するか、または受け取り、行動や参照のために取り置いた文書」である。つ

まり、記録とは文書の中の 1 つのカテゴリーであり、1人の自然人または 1 つの法人が形成し保管する

記録群をアーカイブズ（記録群）という。 

このアーカイブズ（記録群）を形成する主体を、記録群作成者（Records Creator）とする。記録群作

成者とは「自身のもつ権限あるいは自身が果たす機能または業務/活動により、記録を作成、受領または

収集し、個々の記録を含む集合体を生み出す自然人あるいは法人」を指す。ここでいう機能（Function）

とは「抽象的に想定される、1つの目的を果たすための全ての業務/活動」であり、業務/活動（activity）

とは、「1つの目的に向けた一連の行為や行動」を意味する。 

また、1つの記録群作成者が形成するアーカイブズ（記録群）をフォンド（Fonds）とも呼称し、フォ

ンドを頂点として、上からシリーズ、ファイル、アイテムという階層構造をなす。シリーズは、「分類又

はファイリングの体系に従って配列されるか、または、同一の蓄積やファイリングの過程、同一の機能

や同一の活動から生じるか、もしくは、特定の形式を有するか、または、その作成、受領若しくは使用

から生じるそのほか何らかの関係により1つの単位として維持される、ファイルや個々の文書の集まり」

である。つまり、シリーズは、ファイル、または関連のある文書から形成される。また、ファイルは関

連のある文書をまとめた単位となる。 

このような構造をもつアーカイブズ（記録群）を保存するのが、アーカイブズ（機関）であり、「永久

保存を選択した記録群の保存と提供に責任を持つ機関または組織」と定義される。 

ここから、インターパレスの辞書を離れ、アーカイブズ記述について説明する。これまで述べてきた

ようなアーカイブズの性質を説明するとともに、利用者が検索できるような記述を作成することが大き

な目的となる。そのために、遵守しなければならないのがフォンド尊重の原則である。これは、アーカ

イブズ（記録群）のもつフォンドとしての特徴を保護するための原則である。フォンド尊重は、出所尊

重と原秩序尊重に分かれる。出所尊重は、別の記録群作成者が作ったフォンドと混ぜないという原則で

あり、原秩序尊重は、フォンド内に記録群作成者が構築していたシリーズ、ファイルおよびアイテムの

階層構造を崩さないという原則である。このフォンド尊重の原則に準拠することが、国際記述標準に則

ってアーカイブズ記述を作成する上での前提条件となる。 

これまで、国際記述標準は 4つ作成されている。4つの標準とは、 

l ISAD(G)（General International Standard on Archival Description）

l ISAAR（CPF）（International Standard Archival Authority Records for Corporate Bodies,

Persons and Families）

l ISDF（International Standard for Describing Functions）

l ISDIAH（International Standard for Describing Institutions with Archival Holdings）

である。これらの標準は、前述の定義のところで言及した、アーカイブズ（記録群）、記録群作成者、機

能、アーカイブズ（機関）という 4種類の実体を記述する。各実体とそれぞれの標準の対応関係は、次

の通りである。 

l ISAD(G)→アーカイブズ（記録群）

l ISAAR(CPF)→記録群作成者

l ISDF→機能
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l ISDIAH→アーカイブズ（機関） 

 

振り返れば、記録群作成者が、機能を構成する業務/活動を果たす過程において、作成または受領し保管

することで構造を伴って形成される記録群がアーカイブズ（記録群）であり、その中で永久保存される

ものを保管する機関がアーカイブズ（機関）であった。国際記述標準の狙いは、それぞれの標準で 4種

類の実体を記述するとともに、各実体の間にある関係性を明示しながらリンク、つまり紐付けを行うこ

とである。さらに、それぞれの標準が対象とする実体内にある関係性を描写する。ISAD(G)であれば、フ

ォンドとシリーズなど記録群にある構造、ISAAR(CPF)であれば、組織内の部署や部門の上下関係や旧部

署と新部署との時系列の関係、ISDF であれば、機能間の関係や機能と業務/活動が織りなす構造などを

記述する。このように、4 つの記述標準を使うことで、アーカイブズの性質を描写する要素によって検

索を可能とするシステムを構築することができる。 

 これら 4つの記述標準に準拠した検索システムを作ることのできるソフトウェアで有名なものに、ア

トムがある[7]。アトムは、オープンソースのソフトウェアであるため、無料で使用できる。オープンソ

ースであるため、運用するのに技術的な知識が必要になるが、テスト程度であれば、ウェブサイトにあ

るインストールの手順や日本語の概説書[8]を参照すれば実行可能である。 

 

４．アトムの機能 

アトムについて、京都大学大学文書館の検索システム[9]にあるデータを使い、ISAD(G)、ISAAR(CPF)、

ISDIAH に準拠した作成した記述の試行事例を紹介する。記述したのは、「各庁諸向往復書類」というフ

ァイル・レベルに該当させることのできる簿冊からなるシリーズである。 

まず、ISAD(G)によって、シリーズ「各庁諸向往復書類」を記述する。作成の年代幅が 1902年から 1961

年、数量と媒体が簿冊 65冊、複製物があることなどを ISAD(G)の定める項目に記入しておく。また、こ

の記録群の作成者が、京都帝国大学庶務課、京都帝国大学庶務課庶務掛、京都大学庶務課、京都大学庶

務部庶務課であることを記述する。複数の実体があるのは、京都帝国大学や京都大学内の機構の変遷を

受け、作成の主体が変更されてきたためである。これらの記録群作成者については、ISAAR(CPF)で記述

する。例えば、京都帝国大学庶務課であれば、実在期間が 1897 年 9月から 1949年 8月であること、果

たした機能が機密事務に関する業務、総長・官印・学印の管理などであること、与えられた権限に関す

る規程は京都帝国大学分課規程であることを、ISAAR(CPF)の定めた項目に従い記入する。また、シリー

ズ「各庁諸向往復書類」の所蔵機関である京都大学大学文書館は、その所在場所、連絡先、ウェブサイ

トの URL、設立から現在までの経緯などについて ISDIAHの項目に従い記入する。 

ISAD(G)、ISAAR(CPF)、ISDIAH の記述項目には、リンクすることが可能となっているものがある。例

えば、シリーズ「各庁諸向往復書類」の記述は、このシリーズを構成するファイル・レベルの「各庁諸

向往復書類」1 冊の記述にリンクされる。また、シリーズ「各庁諸向往復書類」に関与した、それぞれ

の記録群作成者の記述にもリンクが形成される。さらに、これらの記録群作成者も、両者の関係性が時

系列なのか、上下関係にあたるのかなど、関係性の種別を明示しながらリンクさせられる。例えば、京

都帝国大学庶務課と京都帝国大学庶務課庶務掛であれば上下の関係、京都帝国大学庶務課と京都大学庶

務課であれば時系列の関係を明示できる。このほか、シリーズ「各庁諸向往復書類」の記述には、その

所蔵機関として京都大学大学文書館の記述とのリンクが形成される。 

もちろん、このような階層やリンクをたどっての検索以外に、アトムではキーワードによっても検索

できる。そこを起点として各種リンクをたどり情報を収集するというのも、有効な使い方である。 
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また、アトムの機能の 1つに、デジタル化した記録や電子記録の閲覧機能がある。これは、ISAD(G)内

の該当するレベルの記述に行き当たることで閲覧できる。資料については、アトムのあるサーバーにア

ップロードするかまたは別サーバーにある資料をリンクすることで表示可能である。 

このほか、注目すべきアトムの機能には、国際記述標準の各項目に対応したコード化の標準である EAD

（Encoded Archival Description）と EAC（Encoded Archival Context）によって作成された XMLファ

イルのほか、CSV ファイルによって、記述情報を一括インポートするというものがある。つまり、アト

ム使用者は、自分で EADと EACの XMLファイルを書く必要はなく、アトムの定める項目に従って CSVフ

ァイルを作成すれば、階層構造をともなって記録群の記述情報をインポートできる。当然、エクスポー

トの機能も備わっており、EAD や EACの XMLファイルで出力できる。 

アトムを使用する利点には、アーカイブズの性質を伝えられる検索システムを構築できる以外にも、

この EADおよび EAC 準拠の XMLファイルを入手できる点が挙げられる。例えば、アトムから別のシステ

ムに移行する必要が生じた際に、その別のシステムが EADおよび EACに対応していれば、一部加工の必

要はあるかもしれないが、その XMLファイルをインポートできるはずである。また、アトム自体がオー

プンソースであるため、ベンダーロックインを回避できる可能性がある。つまり、アトムの開発元が手

を離したとしても、別の機関が維持と更新を継続できるかもしれない。これ以外にも、アトムを使えば、

他のアーカイブズ（機関）との横断検索を可能とするコンソーシアム型の検索システムを構築できる。

アトムでなくとも、アーカイブズ（機関）が参加するコンソーシアム型の検索システムは、通常 EADと

EACに準拠して構築されることから、アトムでエクスポートできる EADと EACの XMLファイルを利用し、

その検索システムにデータを提供できる。さらに、EADと EACから、要素の欠落を伴うものの、ダブリ

ンコアといった資料全般の記述メタデータのスキーマに変換し、文化機関横断型の検索システムにデー

タ提供することも可能だろう。 

 

５．おわりに 

アーカイブズの検索システムは、アーカイブズ記述標準に準拠することで、その性質を正確に描写し

ながら構築できることを確認した。また、国際記述標準に準拠した記述を作成できる機能をもつソフト

ウェアとして、アトムを紹介した。アーカイブズの検索システムは、アーカイブズ（機関）以外の多種

多様な文化機関が参画するデジタルアーカイブだけでは表すことのできない要素も落とさず、記録群を

記述できる。さらには、デジタルアーカイブに参画する際にも、提供元の検索システムにある該当箇所

へのリンクを記載しておけば、より深い情報を求める利用者に対応できる。 

なお、報告の際には、アーカイブズの記述以上に、その過程を含む記録群の整理方法について質問や

議論が集まった。特に、研究者個人が保管していたような私的な記録群については、出所が混在するだ

けでなく、原秩序が残っていない事例が多々ある。この種の問題も、欧米や日本におけるアーカイブズ

学の専門家の間で多く議論されてきた。これについては、アメリカの大学アーカイブズを見習い、日本

の専門機関でも整理のマニュアルを作成し公表することで、情報を提供するほか、それを叩き台として、

より適切な方針を策定していくための議論の場を設けていくことが肝要になると考えられる。 
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ArchivesSpace を用いたアーカイブズ資料の情報管理―現状と課題 
 

奥野雅子 

大阪中之島美術館アーカイブズ情報室 

 

１．はじめに 

大阪中之島美術館アーカイブズ情報室では、階層記述を標準とする資料管理に適したオープンソース

ソフトウェア ArchivesSpaceを用いている。プロポーザル方式で募集・選定された事業者に業務委託す

ることで、2019年度より利用を開始した。日本での ArchivesSpace導入事例として、現在の運用状況や

課題について報告する。 

 

２．大阪中之島美術館アーカイブズ情報室の概要 

大阪中之島美術館は 2022年 2月 2日に開館、アーカイブズ情報室は同年 4月 26日に開室した。年末

年始、祝日、月曜祝日の翌日、特別整理期間を除く、火曜日から土曜日まで、10:00-17:00 に開室して

いる。 

一般閲覧室と予約閲覧室を有し、一般閲覧室には閲覧デバイス（タブレット 4 台）を設置。オリジナ

ルメディアの特性や保存上の理由などにより現物閲覧に適さない資料を優先的にデジタル化しており、

予約不要でデジタル複製物を閲覧できる。予約閲覧室では、現物調査を必要とする方はどなたでも来館

希望日時の 2週間前までに予約申込することにより、来館のうえ現物閲覧ができる。 

アーカイブズ情報室の日常業務には、常勤のアーキアビスト 1名と非常勤の司書・ITスタッフ 4名が

携わる。 

 収蔵資料群の情報はインターネット上で公開しており、このデータベース構築・管理のために

ArchivesSpaceを用いている。 

 

・大阪中之島美術館アーカイブズ情報室 所蔵アーカイブズデータベース 

（https://archives.nakka-art.jp/） 
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３．ArchivesSpace の導入 

美術館建設の構想は 1983 年 8 月の大阪市制 100 年記念事業基本構想の一つに端を発するが、当初よ

り美術館内にアーカイブズを備えることが考えられていたわけではない。開館に至るまでの長い期間に

今の時代に開館する美術館に求められるもの、目指すべき姿を検討する中で、アーカイブズの新設が最

終的な計画に加えられた。2015年度に大規模な具体美術協会関連資料群を収集したことも計画が大きく

前進する契機となり、アーカイブズ情報室が開室した。 

そして、アーカイブズ運用のためのデータベースとして、2018 年 3 月の海外調査、2018 年度の有識

者会議、機能比較を経て ArchivesSpaceが選定されている。 

 

1983年 8月    大阪市制 100年記念事業基本構想の一つ（近代美術館の建設） 

2014年 4月    戦略会議において「新美術館整備方針(案)」の内容を確認し、2020年度までの 

開館をめざすことを決定 

2018年 3月    海外調査 

2018年度     有識者会議、機能比較 

2019年度     ArchivesSpaceの利用開始 

2022年 2月 2日  大阪中之島美術館 開館 

2022年 4月 26日  アーカイブズ情報室 開室 

 

 ArchivesSpace は、階層記述を標準とするアーカイブズのカタログを適切かつ効率的に作成・管理す

ることのできるオープンソースソフトウェアである。開発の中心は北米の大学機関などにあるため、北

米圏での利用が多い。文書記録管理の専門機関ではないミュージアムでも採用されている。 

ArchivesSpace 導入時の議論としては、海外調査により北米の美術館（ニューヨーク近代美術館、ブ

ルックリン美術館、ホイットニー美術館）と美術研究所（アーカイブズ・オブ・アメリカンアート（AAA）、

ゲッティ研究所）が ArchivesSpaceを使用していることが確認されたこと、開発者・利用者コミュニテ

ィが常にアクティブであること、正しく記述を登録すれば国際標準に則ったカタログ記述を作成でき今

後のデータ連携など言語の壁を超えた情報の展開のしやすさが期待されることなどが評価された。 

 

４．ArchivesSpace の運用と課題 

 ArchivesSpace の運用課題として、導入時より取り組んでいるのは日本語対応についてである。

ArchivesSpace のプログラムは多言語対応が前提で設計・開発されているため、各種画面の項目はすべ

て翻訳可能だ。 

しかし、日本語は Google 自動翻訳で対応されているケースがあり不完全だったため、一般利用者が

使用する公開画面については、構築時に手動での翻訳修正作業がなされている。管理画面の翻訳改善に

ついては今後の課題となっているが、特定の少数のスタッフが使用する範囲では操作に支障ない状態だ。 

 また、ArchivesSpace には日本語の読み仮名を入力するフィールドがない。汎用フィールドに項目の

一つとして登録することは可能だが、別画面で入力となるため運用上の都合を考慮し読み仮名フィール

ドの作成は見送られた。資料群タイトルは英語併記により、アルファベットでの並び替えを行っている。 

2023年度については、2024 年 3月に公開画面へ PDF出力機能を追加した。PDF 出力は ArchivesSpace

に元々ある機能だが、日本語であることにより出力ができなかったものを IT スタッフが調査し、他施

設がデータベースで用いていた追加機能情報を提供してもらうことで、当館のデータベースでも本機能
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を実装することができた。 

2024年度以降については、バージョンアップ作業を予定している。2024年 2月現在 ArchivesSpaceの

v3.0.1 を運用中だが、最新バージョンは v3.4.1 のため、どの段階までバージョンアップするかも含め

これから調査・検討・実施する。バージョンアップ後、管理画面の日本語対応についても順次検討・改

善していきたい。 

 

 なお、大阪中之島美術館アーカイブズ情報室では、ArchivesSpace 以外のシステムも併用し、資料管

理を行っている。 

 

・蔵書コレクションデータベース（情報館（OPAC） https://nak-osaka.opac.jp/opac/Top） 

 

 

・デジタルアーカイブ（Omeka S） 

※大阪中之島美術館アーカイブズ情報室での来室利用のみ 

 

 

 

 

資料群全体の管理は ArchivesSpaceを用いているが、部分的には「蔵書コレクションデータベース（情

報館（OPAC））」及び「デジタルアーカイブ（Omeka S）」により、アイテム単位の資料登録・公開を進め

ている。アーカイブズ情報室全体での資料群の整理計画、利用者の利便性、作業効率を総合的に判断し、

図書の目録規則に沿った登録に利点があると判断される図書は OPAC 登録し、大型資料や素材の劣化が

進行したフィルム、機器の陳腐化により再生困難な映像・音声資料など、現物閲覧に適さないものを優

先してデジタル化する。 

複数のデータベースを弾力的に運用することで、利用者が情報にアクセスできる手段をなるべく早期

に提供できるようつとめている。 
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また、大阪中之島美術館の所蔵作品管理には I.B.MUSEUM SaaSを使用しており、当館ホームページに

て「コレクションデータベース（所蔵作品）」「アーカイブズ情報室データベース（所蔵アーカイブズ）」

「アーカイブズ情報室 OPAC（蔵書コレクション）」「ホームページ（展覧会・イベント）」を横断検索す

ることができる。（コレクション横断検索 https://nakka-art.jp/collection/search/） 

 

５．おわりに 

 発表者は昨年 10 月に着任し、はじめて ArchivesSpace を使用している。構築段階においては当館が

業務委託により実施したように、システム関係の専門技術者がいなければ困難な部分もあると思われる

が、日常的な基本操作は特別な技術・知識がなくとも可能だ。 

ただし、当館では現状 ArchivesSpaceに備わる機能すべてを把握・活用しているのではなく、ITスタ

ッフにより実験的に入力・更新作業をしたり、委託事業者による専門的知識・技術による対処をしても

らったりすることが時折発生している。ArchivesSpace の日本語による運用については試行段階のこと

もあるため、今後も様々な機会をもって ArchivesSpaceの運用状況について報告・発信したい。 

 

参考文献 

[1]「ArchivesSpace」https://archivesspace.org/（最終アクセス：2024.4.28） 
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持続性と利活用性を考慮したデジタルアーカイブ構築手法の提案： 

東京大学「工学史料キュレーションデータベース」を事例として 
 

中村覚 

東京大学史料編纂所 

 

１．はじめに 

本稿では、中村らによる論文[1]をベースとして、提案する持続性と利活用性を考慮したデジタルア

ーカイブ構築手法について述べる。関連する研究として、福島[2]、江草[3]、阿達ら[4]などによる取り

組みが挙げられる。 

 

中村らは、デジタルアーカイブ維持における技術的な問題点と対策例を以下のようにまとめている。 

 

- サーバマシンの維持の問題 

 サーバマシンの維持については、セキュリティ面のメンテナンスコスト等を軽減することが、

小規模なプロジェクトにとって特に望まれる。そこで費用の面でも現実的な選択肢のひとつと

して、レンタルサーバの利用を提案する。これにより、インフラストラクチャーの管理コスト

を軽減することができる。 

- システムの継続的開発の問題 

 システムの継続的開発の問題に関しては、スクラッチ開発を極力避け、既存のオープンソース

ソフトウェア（以下、OSS）を活用することで、開発にかかる費用を削減することができる。ま

た、標準的で今後の技術変化が少ないと思われる「枯れた」技術を使い、長期的な安定的運用

を目指すことができる。 

- 技術変化への対応、多機能システムの維持の問題 

 多機能システムの維持が困難であるという問題については、ひとつのシステムで多くの機能を

実現しようとせず、機能ごとに切り分けるという解決策が考えられる。具体的には、前述の情

報を提供するための基本的なデジタルアーカイブシステムと、情報を活用するためのアプリケ

ーションを切り分けて考える。 

 

上記の要件を満たす具体的なツール例として、本稿では Omeka を取り上げる。  

 

２．Omeka[5] 

Omeka（オメカ）は、オンラインのデジタルコレクションのためのフリーでオープンソースのコンテン

ツ管理システムである。 

コンテンツ管理システム（CMS: Content Management System）は、web 制作に必要な知識が無くても、

ウェブコンテンツを構成するテキストや画像などのデジタルコンテンツを統合・体系的に管理し、配

信など必要な処理を行うことを支援するシステムである。通常、web 制作においては、HTML（文章構

造を指定するための言語）や CSS（デザインやレイアウトに必要な言語）などの専門的な知識や技術

が必要となる。 

なお、関連する用語として、デジタル資産管理（DAM：Digital Asset Management）といったものも挙
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げられる。デジタル資産管理は、デジタル写真、アニメーション、ビデオ、音楽などのデジタル資産

の収集・注釈付け・カタログ化・保管・検索・提供などに関わるタスクと決定で構成される活動であ

る。デジタル資産管理システムは、デジタル資産管理を行うソフトウェア（およびハードウェア）で

ある。 

 

デジタルアーカイブ構築に利用可能なコンテンツ管理システムは数多く挙げられる。汎用的なものと

して、Drupal[6]や WordPress[7]が挙げられる。アーカイブズの分野で使用されるツールとして、

ArchivesSpace[8]や AtoM（Access to Memory）[9]などがある。美術館では CollectiveAccess[10]、

機関リポジトリでは DSpace[11]といったオープンソースのソフトウェアも使用される。 

 

これらに対して、Omeka は図 1 に示すように、文化遺産のオンライン公開や展示に特化したシステム

である。テーマとプラグインを用いて機能拡張を行うことができ、特に人文情報学（DH: Digital 

Humanities）関連モジュール（ex. Linked Data, IIIF, Scripto, OAI-PMH, etc...）が豊富な点に

も特徴がある。開発元は Roy Rosenzweig Center for History and New Media, George Mason 

University であり、初版は 2008 年に公開された。 

 

 

図 1  Omeka の特徴 
 

本研究会の主題の一つであった「持続性」という点について、Omeka（や WordPress, Drupal など）は

レンタルサーバ上で動作可能な点にも特徴がある。1 で述べたとおり、レンタルサーバを利用するこ

とで、セキュリティ面のメンテナンスコスト等を軽減することができ、また契約料金も安価であるこ

とが多い。一方、スペックの低さが課題として挙げられるが、小規模なプロジェクトかつ長期的な運

用が求められるデジタルアーカイブにおいては、レンタルサーバが提供するスペックで充足するケー

スも多い。 

 

導入事例としては学術機関における利用が多く、東京大学[12]、立命館大学[13]、早稲田大学[14]、
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筑波大学[15]などの例が挙げられる。そのほか、大阪中之島美術館や合同会社 AMANE[16]、神奈川県

立金沢文庫[17]などで導入されている。 

 

３．ケーススタディ 

具体的な導入事例として、東京大学工学･情報理工学図書館が公開する「工学史料キュレーションデ

ータベース」[12]を取り上げる。これは、当図書館が「工学部・工学系研究科、情報理工学系研究科

の学術資産となる資料や物品の調査・収集を行」うことを目的として実施している「工学史料キュレ

ーション事業」の成果物である。本事業については、2018 年第 1 回自然科学系アーカイブズ研究会に

おいて市村が進捗報告を行なっている[18]。 

 

当データベースでは図 2 に示すように、コレクションの一覧画面を提供するほか、画像共有のための

国際規格である IIIF（International Image Interoperability Framework）に準拠した画像公開を行

なっている。メタデータは、主に Dublin Core に準拠している。 

 

 

図 2  画⾯例 
 
システム構成を図 3 に示す。民間事業者（さくらインターネット）が提供するレンタルサーバを利用

した東京大学におけるウェブホスティングサービスである「WEB PARK」[19]上に Omeka S を構築して

いる。閲覧者向けのユーザインタフェース（UI）を提供するほか、OAI-PMH Repository モジュールを

使用して、東京大学学術資産等アーカイブズポータル（東京大学内のデジタルアーカイブのメタデー

タを集約し、横断検索機能を提供するシステム）[20]などの外部システムとの連携を実現している。 
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図 3  システム構成 
 

４．考察 

これまで Omeka の利点を中心に取り上げたが、以下に挙げるような課題も存在する。 

４．１．アーカイブズ記述標準との対応 

Omeka S は Dublin Core や国立国会図書館ダブリンコアメタデータ記述（DC-NDL）[21], 

Schema.org[22]といった任意の語彙を登録することができる。一方、デジタルコレクションの公開に

主眼が置かれたソフトウェアであるため、史料群の階層表示や階層構造を持ったメタデータの記述は

前提とされておらず、カスタマイズによる対応が必要となるケースが多い。 

そのため、アーカイブズ記述標準に対応する場合には、ArchivesSpace や Access to Memory といった

専用のソフトウェアを使用するほうが、カスタマイズを避けることができるといった点で、有用性が

高まることが考えられる。ただし、ArchivesSpace や AtoM は一般的なレンタルサーバが提供する LAMP

（Linux, Apache, MySQL, PHP で構成される）環境では動作させることができないため、レンタルサ

ーバを用いた運用と比較して、メンテナンスコストが高くなる点が課題としてあげる。 

目的やリソースに応じて、適切なツールやシステムを選択することが求められる。 

４．２．運用体制 

また、本研究では OSS の運用保守が可能な体制を前提としている。LAMP 環境で動作するソフトウェア

（WordPress, Drupal, Omeka など）は、他のソフトウェアに比べて、メンテナンスコストが比較的低

いが、一定の知識やリソースが求められる。このような運用体制の確保が難しい場合には、運用保守

の外注、またはクラウド型システムの利用を検討することが有効であると考えられる。各社からさま

ざまな有用なサービスが提供されているため、４．１と同様、目的やリソースに応じた検討が重要と

なる。 

 

５．結論 

本論では、持続性と利活用性を考慮したデジタルアーカイブ構築手法の提案を行なった。レンタルサ

ーバの使用、OSS の利用、「枯れた」技術の採用などにより、長期的な安定的運用が可能なシステムを

提案した。また API を提供することで、外部システムからの利用を支援する方策を提案した。実際、

東京大学の事例では、IIIF や OAI-PMH などの API を介して、外部システムとの連携や画像共有を実現

している。 
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本提案手法は、目的やリソース（規模、予算、人員など）によって、必ずしも最適な方法ではないが、

持続性と利活用性を考慮したデジタルアーカイブの構築にあたり、参考になれば幸いである。 
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湯川記念館史料室のSDGsはどこ（か）にあるのか?

青木 健一
京都大学基礎物理学研究所湯川記念館史料室、金沢大学

湯川記念館史料室の所有する史料の全目録と一部史料の scan pdfの一般公開を 2023年 9月に開始し
た。そのために、何を求め、何を捨て、何を割り切ったのか、flexible で robust で fail safe な方法は作
れたのか。ここでは、純粋にデータハンドリングの視点からの、貧しくつたない素人の経験を伝え、更
に、湯川記念館史料室 web情報へのアクセスの現状について定量的に解析する。（湯川記念館史料室の
活動の全体像については、小沼通二さんの報告を御覧ください。）

１．やりたかったこと
本研究会の世話人、高岩さんからいただいた講演可能性を問い合わされたメールには、企画講演の候

補として「自前の簡易方式の実例（湯川記念館史料室の例）」というのが書かれていて、それがお望みな
らばなんとかなるかな、と考えた。しかし、「簡易方式」と呼ばれてしまっているのは、私たちのやった
ことを過大評価されているのか、過小評価されているのか、どちらなのかがわからなかった。実際、「簡
易方式」というのは、「易しい」という文字は入っているが、「楽」なのか、しんどいのかはまた別問題
で、しかも、誰にとっての「楽」なのかというのも自明ではない。
2022年 5月に、私があらたに湯川記念館史料室のお手伝いをする可能性を検討するために、小沼さん
と九後太一さんから現状と課題の説明を受けた。もともと、長期にわたる複数機関のプロジェクトが実
施され、大量の scan pdfも業者発注で作ったが、その公開の手前でハングアップしてしまっていた。と
いうのは、利用していた自前の公開サーバーの unix OSバージョンが古くなって、京都大学 LANへの
接続が拒否されてネットワークからはずされており、それならばとOSバージョンを上げると、その上
で動いていた公開のためのアプリケーションARCHONがそのままでは動かずそのバージョンも上げね
ばならない、それにはお金も人手もかかり動けない、という負のスパイラルになっていた。
九後さんの言葉によれば、このままでは「sustainability」に欠ける、sustainabilityこそが最も大事だ
から、バージョンアップがどうこうで行き詰まらないシステムにして、作った scan pdfを早く公開した
い、とのことだった。そのためには、web上での公開とし、単純な表形式で全資料リストを見せ、scan

pdfのある itemには該当 pdfへのリンクをつける、検索がどうこうはweb browserでの ctrl-Fでよい、
これなら sustainableと言える公開システムになるはず、というプランを伺った。
そのためのweb用のファイル、pdfへのリンクを含んだ表形式の htmlを作ればよいのだが、FileMaker

というデータベースアプリケーション上に構築された湯川史料のmeta dataには、5万件の recordがあ
り、その中の 2300件に scan pdfがある、という巨大さにたじろいでおられた。その htmlを作れるか、
というのが私に与えられたお題であった。
説明を聞いていた私は、FileMakerからは 5万件の recordの情報をCSV（Comma Separated Values,

1 record を 1行として各項目をカンマで区切るデータ形式）出力できること、scan pdfのファイル名は、
単純なルールではないが当該 recordのある要素と対応がついており、非自明な対応の部分は小沼さんが
作っている対応エクセルファイルが作成済み、ということを確認した時点で、「こんなの一日でできるん
じゃないの」と思いながら、念のため「3ヵ月」という納期を提示して引き受けた。というのは、この手
の仕事は私の得意分野だったからである。
私は、図 1にあるように、データベースアプリケーションから CSV出力し、それを text処理ツール

で整形して TeX sourceを作って、巨大な listing印刷出力を得る、ということを、右上にあるようない
ろいろな分野で実践してきた。これは、データベースアプリケーションの弱点である構造化された出力
を作る部分を TeXで補う、ということに他ならない。今回は、TeXではなく htmlを経由して browser

で見せる、つまり図 2のように変えればよいだけである。
ここでのポイントは、sustainabilityのためには、使うツールは、特別なアプリケーションではなく、
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私の得意分野
Data Base

CSV file

Text 処理標準ツール

TeX source file

TeX

印刷物（PDF）

TeXの特性
・プログラミング言語
・様式固定の大量出力が得意

・プレプリントリスト
・CONPHYS目録
・原子核三者若手名簿
・素粒子論グループ名簿
・科研費マクロ

図 1

Sustainability Hypothesis

FileMaker

CSV file

Unix 標準ツール

html file + scan pdf files 

Web server + Browser

User view, search

・unix
・標準ツール群
・csv ツール群
・html + browser
・pdf 

完全再現性
・データは
手で触らない

処理の高速性必須
舞台の汎用性必須

図 2

unix標準のものでOSのupdate等の影響を受けないものにすることである。それから、5万件もの record

になると、いろいろな入力ミスが予測されるので、それへの対応を手動で行わずに、programで行い、
何度でも作業のやり直しができるようにすることである。そのためには、処理の高速性が必須になる。
結論から言えば、htmlを作成するという主目標は達成された。しかし、時間的には 1年半を費やし、

かつ、最後のまとめで述べるが、本当に sustainableになったのか、には疑問が残る結果となった。

2. 想定外に、はまったこと、うまくいったこと
ここからは、図 2を現実化する具体的な方法について説明し、特に、想定外に、はまったこと、うま
くいったこと、を述べる。
FileMakerからのCSVファイル出力は図 3にある 7項目である。最終的なweb情報に使うのは、後半

の 5つだけであるが、最初の 2つは準備としての recordの選別に必要であった。
最初の困惑は、出力CSVにはヘッダ行がない、つまり項目名の情報が入らない。これは危険。この点
は、excel出力にはヘッダが付くことに気づいてそれで確認できるという「逃げ」を見つけた。
最初の驚きは、FileMakerに key項目が定義されていない！つまり、unique record identifierがない。

keyがあれば、recordの集合演算（和や積）を簡単に行うことができる。また、どんな作業をするにし
ても、keyに基づいた指示や確認をすることは、人の勘違いをさけるベストな方法である。仕方ないの
で、keyの代役になりそうな項目を探すことから始め、「資料小群 ID」を見つけて使うことにした。い
かにもな「資料小群識別コード」はこの目的には役立たずだった。

FileMakerからのCSV出力

"11371",

"mss19790001.097026049",

"d01-026-049",

"[科学基礎論学会より湯川秀樹宛]",

"1961年2月",

"科学基礎論学会より湯川秀樹宛",

"印刷書面1枚"

出力項目名をcsvヘッダに書いてくれない。。。
excel fileに出力すると、書いてくれる

資料小群ID
資料小群識別コード
資料記号
資料標題
資料年代
出所・作成
物的状態注記

図 3

パイプライン処理とは
Text file

4 3 2 1

4 3 2 1

4 3 2 1

4 3 2 1

4 3 2 1

cpu stepcommands
sed grep sed

csvcut -c 3 FM1.txt | sed -e "s/^ ¥+//" | sed -e "s/ ¥+$//" ¥
| sed –e “s/ //g” | csvjoin - FM1.txt | csvcut -C 4 ¥
| sed -e "s/¥x0B//g" | sed -f z2h.sed | csvgrep -i -c 1 -r "^$" ¥
| sed -e "s/<lb¥/>//g" | csvsort -c 1 > FM.txt

例

図 4

さて、図 2にあるように、CSVに対してテキスト処理をするツールとしては unix標準ツールと呼ば
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れるコマンド群を用いた。これらは、unix草創期から存在しているもので、仕様は極めて安定しており、
unixが使われる限り残るものである。

unix標準ツールと呼ばれるコマンド群
cat :ファイルを標準出力に送る
sed :stream editor、文字列の置換、正規表現可能
grep:検索語を含むあるいは含まない行だけを出力、正規表現可能
awk :行を field separatorに従って field配列に読み込み、任意フォーマットで出力
uniq:同じ行を束ねて、頻度を付加
sort:行をコード順にソート
tee :パイプラインを 2分岐させて中間ファイルを出力
wc :行数、語数をカウント
| :パイプ、出力を入力につなぐ

これらはパイプライン処理が可能なので、実質的に並列処理となり高速である。また、コマンドライ
ンで試して、grepして lessしてとか、結果を即座に確認できて、その内容を shell scriptに移せばその
ままプログラムとなるというのも開発を容易にしてくれる。日本語処理も utf8で全く問題ない。
パイプライン処理というのは図 4にあるように、複数のコマンドを連続して並べてパイプ (|)でつな

ぎ、最初のコマンドの出力を次のコマンドの入力に移していく、という方法である。テキスト処理は行
毎に行うので、複数のコマンドが異なる行を同時に処理することになり、長大入力に対しては並べたコ
マンドの数に比例して処理速度が加速される。
次の問題はCSVの項目解析をどのコマンドで扱うのか、ということである。ネット上にはCSVを読

み込むための awk scriptがたくさん存在しているが、それらは不完全で限定的な場合にしか使えない。
full CSVには公的な定義はないが、De Facto Standardはある。つまり、

CSVのDe Facto Standard規格
・1 record = 1 行
・項目は comma delimited

・項目内容は”ではさむ
・項目内容の中の”は””にする

これでルールは完全なようだが、項目内容に何をどこまで含んでよいのかは微妙で、CR、LFやその
他のいわゆる特殊文字をどこまで許すかは全くわからないので、実地に実験するしかない。
湯川史料の FileMaker出力の CSVは、データの内部にカンマはもちろん、quotation markもたくさ

んあって、特殊文字もまざっており、完全な full CSVハンドラーが必要であり、awkでは全く手に負え
ない。ここでは、ほぼ標準ツールといえるレベルに普及している csvkit（図 5）を用いた。pythonやPerl

には full CSVを扱えるライブラリはあるが、csvkitは unix標準ツールと組み合わせたパイプライン処
理が可能であり、上に説明した標準ツールを使うメリットを維持できるので、csvkitを採用した。

csvkitのコマンド群
csvcut :指定された項目のみを出力
csvjoin :指定された項目を keyに複数の CSVを横に結合、強力な機能
csvstack :複数の CSVを縦に結合
csvgrep :指定された項目に対して grepで制御して出力
csvformat:delimiterや quotationに任意の文字を設定した非標準 CSVを出力
csvsort :指定された項目で sort

これでようやく FileMaker出力のCSVを読み込んで処理可能に、と思ったら、csvkitが最後まで読み
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csvkit (コマンドラインツール)

https://csvkit.readthedocs.io/en/latest/index.html

・CSVの認識は完全。
・CSVの非標準的formatでの入出力可能。助かる！
・日本語対応。
・pipeとしての利用可。UNIXツールと結合可。
・非力なパソコンでも十分に高速。

主要コマンド
・csvlook:  簡易ビユアー
・csvcut:   指定項目（列）の切り出し
・csvgrep: 指定項目でのgrep （検索による条件抽出）
・csvsort:  指定項目でのsort
・csvjoin:  複数のCSVファイルの横結合（key対応）
・csvstack:複数のCSVファイルの縦結合
・csvformat:任意のdelimiter, quotationでCSVを出力

図 5

データ処理フロー
FileMaker出力CSV

sed
・¥x00の消去、¥x0Bの消去、data clean up

まともなcsv

csvkit, sed, grep, sort, uniqひたすらパイプ
・集合演算でscan pdfの有り無しの判別
・非標準csv format: field separator(@)のみ

awk対応可能なcsv

awk

html file

図 6

込むことさえできない。なんと、CSVの中に、\x00=16進 00=null=ctrl-@がいくつも入っている。null

は、通常のプログラム言語では文字列の終端コードであるから、これを超えて処理できないツールがあっ
てもそれは責められない。どうして、こんな nullがデータに入っているのか、その原因は全く不明であ
る。データ入力者が nullをデータに入れる方法さえわからない（ctrl-@を押したぐらいでは入らないこ
とは確かめた）。FileMakerのバグであろうと考えているが、いずれにしても除去しないと先に進めな
い。逆に言えば、データの内容に nullを含むことができる、という恐ろしい能力を FileMakerは持って
いる、ともいえる、もし意図的な仕様なら（嫌味）。
なお、将来の無駄なはまりを避けるために FileMakerデータ内の nullを消しておくのにも苦労した。

もともと全く見えないひとつのバイト（\x00）を消すわけだから、まずその場所を完全に特定しておく
必要がある。それができれば FileMaker内のデータ編集画面でカーソルの一歩ずつの動きを注視すれば
この nullを見つけて消せることがわかった（「九後の方法」）。
次に、膨大な数の \x0B=16進 0B=ctrl-Kが混入していることに気づいた。これは EAD (Encoded

Archival Description)では vertical tabの意味があり、FileMaker CSVではデータ内改行を表す。しか
し、データ入力者の無意識のアクション（Enter keyの空打ち）でも入ってしまい、見えないためにデー
タ末端にあることも多くて値比較の邪魔をする。htmlでの効果はないので標準ツールで全て除去した。
これらの特殊文字の扱いは、unix標準ツール群といえでもアキレス腱である。つまり、表現方法（escape

方法）がコマンド毎に異なり統一されていない。lessでは見えるが grepでは拾えない、grepでは拾えな
いが sedでは変換できる等。このあたりは実験を繰り返して、現象論を作っていくしかなかった。
これらの異常な特殊コードを clean upしてようやくまともなCSVとして全 recordを認識することが

できた。次は、存在している scan pdfの file listの情報と組み合わせて、当該 recordだけに pdfへのリ
ンクを加えた htmlを作成することになる。ここでファイルの存在確認的な処理が必要になるが、検索ア
ルゴリズムを使うと膨大な時間がかかるはずで、かなり悩んだ。
ここでは csvjoinの outerオプションを用いた。まず recordの資料記号の情報から、エラー補正をして

filenameに対応する情報の項目を加える。他方、存在する pdfの filenameだけを並べた別のCSVを用意
して、filenameの項目を keyに指定して outer joinする。すると、存在する pdfに対応する recordだけ
にその情報が加わり、対応しない recordでは空項目となる。この join後の CSVを使えば、リンクしそ
こなった pdf fileのリストを作ったり、リンクの有無を判定しながら出力することが可能となる。csvjoin

は relational databaseでの基本演算を行うもので、csvkitの最大の強みでもある。
最終段階での htmlの作成には、script内で if条件分岐も使える awkが便利なので、awkで簡単に読

みこめるタイプの非標準CSVを経由する裏技的な迂回をした。csvformatでは、delimiterや quotation

を任意の文字に置き換えた出力、つまり非標準CSVを作ることができる。これも非常に強力である。つ
まり、データ内に出てこないことを確認済みの文字を delimiterにすれば、quotationの必要がなくなり、
awkで簡単に field切り分けができるというわけである。
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awkのスクリプト内で field変数に読み込めれば、出力は簡単に作れるから、scan pdfへのリンクの有
無も判断しながら htmlを書き出すのは容易である。実際には、全角の＠を delimiterにして非標準CSV

を作った。この文字の混入がないことを点検するプロセスも最終形のプログラムには必要である。全体
のフローをまとめたのが図 6である。
これで、処理プロセスはできたので、プログラムを一気に走らせ、といっても私の非力なモバイルPC

の上でも 5万件の recordから htmlを作るのに 4秒もかからない。その結果は、2300個の scan pdf file

の中の 10%以上がリンクされずに残る、というやや意外で残念な結果になった。つまり、scan pdf file

の名前は、対応する recordの「資料記号」データと一致しているはずなのだが、それがリンクされない
ということは、FileMakerのデータあるいは scan pdf fileの名前のどちらかに対応がつかなくなるよう
なエラーが全体の 10%以上あることになる。
この 200個を超えるエラーをなくす作業に多くの時間がとられた。ある程度はシステマティックなエ

ラーとして処理できた。例えば、
・スキャン業者納品の pdf fileの名前が全角文字になっている
・FileMakerで pdf file名につながるべき「資料記号」で余計なスペースや括弧の混入、ルールの揺れ
しかし、多くは人の目で個別に判断、時には資料の実物を確認することまで行って検分し、どのよう

な修正が適切かを決める必要があった。例えば、
・スキャン業者がさぼって 50個もの資料をひとつの pdfにしてしまっている
・資料記号をつけるルールを過去に変更したために必要であった変換ルールエクセルの行ずれ
のあたりは特に時間がかかった。このタイプのエラーは、現れ方としては、scan pdfひとつがリンクさ
れずに残っている、というだけなのだが、その原因を解析していくと、50個もの recordに対する対応が
必要になる、という性質のものだったので、想定外に時間がかかった。しかし、逆に言えば、scan pdf

がちゃんとリンクされたならばそれ以上の点検はしていないわけで、このあたりは、最小努力・見た目
最大成果の法則で済ましている。
この修正過程で、scan pdf側のファイル名変更は手動で変更するしかないが、FileMaker側のデータ
にあるエラーをどう直すかは判断に迷うところがある。この後のプロセスでもいろいろと不適切な入
力に翻弄されるのだが、それも含めて、FileMakerのデータを直接直してしまうか、それとも CSVの
処理過程でプログラムで直すか、の判断である。結局は人力でできるレベルの件数の少ないものにつ
いては FileMakerのデータでも修正したが、修正 recordの数が多すぎるととてもやってられないので、
FileMakerのデータは修正しないまま、になっている。
FileMakerのデータは今後も増えていくことが想定される。すると、FileMakerのデータで入力ミス

のような人的原因で発生したエラーは、いったんそれを修正しても、必ず未来で再発するので、プログ
ラムの中での修正コードは外さない方がよい、と考えている。
なお、実際の作業では、FileMakerのデータを修正するのは九後さんだけとし、私は FileMakerの出

力CSVだけを相手にして、それを処理するプログラムだけを修正する、という分業を行った。これは、
FileMaker本体のデータの一元性を壊す危険を避けるということはもちろんだが、ある意味でエラー認識
とその修正結果のダブルチェックとして機能した。また、私の作ったプログラム一式を九後さんに戻し、
九後さんのパソコンで処理を行って、最終出力を比較する、という形でプログラム側の trivial error(入
力 CSVのバージョン違い)等を防いだ。
結果の最初のバージョンが図 7である。ひとつの recordを 1行で表示する plain text型の htmlとし
た。表ではないので、列の概念はなく、上から順に表示しているだけである。左端の資料記号が青くなっ
ている場合には、それに scan pdfへのリンクが埋め込まれていて、クリック可能になっている。
このweb表示はとりあえず求める仕様を満たしてはいる。これを見てすぐに、九後さんが贅沢なこと
を言い出した。罫線付きの表（table）にしよう、というのである。私は即座に否定した。つまり、5列
が 5万行にもなる表を吐き出せば、見る側の browserの負担が大きすぎると直観的に考えていたからで
ある。せっかくの公開なので、見栄えのために重くなるのは避けた方がよい、と説得した。
しかし、驚くべきことに、現代のパソコン（browser）の能力は非常に高く、表形式の htmlにしても、
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Plain text 型でweb 構成
最初のweb page：ベタ打ち、record毎の改行のみ。

図 7

公開バージョンの見た目
整理番号 資料記号 資料標題//資料年代 出所・作成//物的状態注記

図 8

全体の表示速度は変わらなかった。さらに、表形式には全く想定もしていなかったメリットがあることが
わかった。当初、図 7で 5万 recordsを browserで表示して下にページを送っていくと、途中からフォント
が小さくなった。更に送ると、更に小さくなった。あまりに行が多いので browserがダイナミックにフォ
ントサイズを変えてページ送りを節約してくれているのか、とまじめに思ったが、そうではなかった。
フォントが急に小さくなる場所を確かめると、それは、suffixをつけたところだった。つまり、化学

式 H2Oを記載するような場合に、browserでも有効な suffix（下付き、上付き）を開始する tagがあっ
て、FileMakerのデータにはそういう指示が埋め込まれている。もちろん、suffixが終わるところで、終
了 tagを置く必要がある。しかし、正しい終了 tagを置きそこなうと、そのまま suffixモードになって
いるので、そこから先はずっと一段小さなフォントになる。更に、同じタイプのミスがもう一度あると、
そこからは更に小さなフォントになる。
ところが、htmlの tableを用いた表形式にすると、表のひとつの欄の中に suffix tagの有効範囲が限

定されるので、suffix終了 tagを間違えて、あるいは、つけ忘れていても、フォント変更が欄の外には伝
染しない。つまり、表形式には、このタイプのエラーが欄の中で閉じるという全く想像もしていなかっ
た fail safe メリットがあった。というわけで、出力は表形式にすることにした。5万件の全 recordの表
と scan pdfの存在している 2300件だけの表との二つの表を用意することにした。なお、//で二つの項
目を結合してひとつの列にしているので、各項目文字列の長さのゆらぎを吸収している。
いよいよ、公開が現実になってきて、いわゆるセキュリティや個人情報に関する検討に入った。一つ

目は、史料全体の表や scan pdfへのアクセスに対して何等かの認証をかけるのか、という問題である。
結論としては、最大限の利用や広いサービスを優先し、一切の認証プロセスはつけない、とした。なお、
web serviceである以上、access logは残るので、いざというときには、事後ではあってもある程度の点
検はできるだろう、と納得した。また、実際に閲覧に関わる認証をつけると、その ID・パスワードの管
理や ID発行基準、誰がそれを判断するのか、とどんどん日常業務やOS更新に関わる対応が増えて暗い
未来の想像が膨らみ、それは sustainabilityに反する、という決断をしたわけである。
無認証方針に伴い、scan pdfへのパスワード的な securityも全く意味がないのでつけないことにした。

ただし、pdfの出自は容易にははずせない形で記載しておくべきなので、copyright表記と watermark

（透かし）を全ページに入れることにした。ファイル総数は 2300個、ページ総数は 23000ページなので、
watermarkをつけるのも手動ではできない。pdftkという準標準ツールがあり、これを scriptから呼んで
全ページに copyrightと watermarkをかぶせるという方法をとった。私のモバイル PCで、23000ペー
ジにかぶせるのに 20分程である。
ただし、かぶせる copyrightと watermarkはあらかじめ用意した透明 pdfであり、その大きさ、向き
や位置、watermarkの濃さをいちいち調整するわけにはいかない。これは割り切るしかないので、概ね
best effortになるようなサイズ・位置・濃度を決めた。
例を二つ、湯川第一論文の資料の入っていた封筒（図 9）と日本数学物理学会講演原稿（図 10）をあ
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Scan pdf の例１
©2022 YHAL, YITP, Kyoto University
京都大学基礎物理学研究所 湯川記念館史料室

図 9

Scan pdf の例２

図 10

げる。この図では小さくて見にくいが、図 9の上に記載している 2行を copyright表記として上部中央
に加えている。また、ぼんやりと見えている watermarkは、湯川が 1978年に東京で開かれた国際会議
ICHEP（International Conference on High Energy Physics）のロゴ用に揮毫した「素」である。
なお、かぶせた copyrightやwatermarkをはずせないように、改変に対する password protectをかけ
ている。そのため、page分割や画像ファイルとしての出力もできなくなっているので、この発表のため
のスライドを作るのに苦労した。このスライド（図 9、図 10）は、いわゆるスクリーンショットで作っ
たもので、それしか方法がない。
最終段階の点検で、いわゆる個人情報的なものをどのように扱うかを検討した。もともと、湯川史料

は史料として listする段階では、個人情報についての検閲ルールを明白に持っているわけではない。そ
のため、例えば、秘書試験の結果とか大学院入試の結果、あるいは、推薦状等、現時点では公開すべき
でないものも多数含まれている。
これらについては、リスト公開しないことによるデメリットはないと考えられ、逆に、史料全体の安

心性を示すためからもリストから排除しておくべきと判断した。これも、人がいちいち確認するわけに
はいかないので、全 recordの中からNG単語を含むものを grepで全て取り除く、という方法をとった。
grep -v -e ’履歴書’ -e ’答案’ -e ’成績’ -e ’推薦状’ -e ’推薦書’

ここで-vオプションは、以下の表現を含まないものを出力する、という反転オプションである。
この grep -vによって、上の 5つの単語を一つでも含む recordは公開リストからは排除される。実際
には 350件程が排除されている。当然ではあるが、それらの中には、わざわざ scan pdfを作った record

は含まれていない。逆に、これで排除されていない史料の中に、個人情報的な意味で公開すべきものが
入っていないという保証は全くない。それは、発見時に個々に対応するしかない。
公開直前になって、最後のはまりがあった。当時、私は私のパソコンで、九後さんは九後さんのパソ

コンでプログラムによるCSVと scan pdfの処理をしていたが、かかる時間が 20倍違い、九後さんのパ
ソコンは私のものより新しいのに遅かった。私は、九後さんのパソコンはいろいろとゴミが載っている
から遅いのでしょう、とたかをくくっていた。私が自分のパソコンを買い替えることになり、まっさらの
パソコンだと更に速くなるかと期待して走らせると、20倍遅くなって、九後さん級に落ちてしまった。
この原因はなんと、利用していたWindows上での Subsystem for Linux（WSL）のバージョンが異な
ることであった。つまり、九後さんのパソコンは私より後にWSLをインストールしたためにWSL2が
入っていたが、私の古い方のパソコンはWSL1であった。私がパソコンを新しくすると自動的にWSL2

が入って 20倍遅くなった。さすがに version upで 20倍遅くなるなら、きっとネットにクレーム情報と
解決方法があるだろうと調べると、ファイルの「置き場所」によって読み書きの速度に 20倍もの差がつ
くことがわかった。WSL1からWSL2への update時に、ファイルの読み書き速度は改善されたのだが、
その時に、改善対象はある特定の置き場所に限られ、それ以外のところでは逆に 20倍遅くなる、という
確信犯 updateだったのだ。最後の最後でOSの更新に振り回されるという今回の出発点に戻ってくると

7
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は思わなかった。いずれにしても、ファイルの置き場所を変えることによって、私も九後さんも十分に
高速な処理をできるようになった。
2023年 9月 8日に記者会見発表して公開した。その際の発表内容は以下である。

本史料室所蔵の全史料のリスト「YHAL全史料リスト」（43,017件）と、そのうち全ページが scan

画像データ化されている史料だけのサブリスト「YHAL scanデータ史料リスト」（2,330件）を
「史料」ページに完全公開しました。これにより、当史料室所蔵の全ての史料の書誌データと、ス
キャンされた史料の全ページ（総計 23,243ページ）の画像に、誰でもどこからでもアクセス出来
るようになりました。（2023/09/08）

3. その結果は
これだけ苦労して作った web serviceはどれだけどのように利用されているのか、を確認せねばなら

ない。史料公開をテーマにする以上、サーバーに置きました、では出発点にすぎないので、この研究会
での発表としてもそこまで述べないと意味がないと考え、研究会直前に解析した結果を報告する。基礎
物理学研究所のサーバーで動かしている httpdの access logは標準的な項目で保存されており、図 11の
ように一回の actionに対して 7つの情報を記録している。

どれくらい利用されているのか
湯川史料室アクセスログ（www2.yukawa.Kyoto-u.ac.jp）
access.log : 1行の中に、情報が7つ入っている

112.59.68.211 アクセス元IP
[05/Jan/2024:10:51:45+0900] 日時

GET /~yhal.oj/web/pdfs/s04-08-048-001.pdf HTTP/1.1 アクション
200 Status code 結果 (200はsuccess)
1500767 転送バイト数

https://www.google.com/ refererクリックした場所

Mozilla/5.0 (Linux; Android 10; K) AppleWebKit/537.36 (KHTML;like
Gecko) Chrome/120.0.0.0 Mobile Safari/537.36 agent(相手の正体)

図 11

access log 解析初級１
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図 12

unixの system log fileだから、当然、正しい CSVファイルになっている、と油断したのは大間違い
だった。access logは CSVとしては全く解釈できない。それで再び、処理可能な正しい CSVに整える
ためのプログラム開発から始めた。総量はかなり膨大であり、湯川史料室配下のページへの最近のアク
セスは、概ね月に 2万行である。また、容易に探せるネット文献だけでは、log記載情報の精確な意味・
定義がわからないところがあるので、一部の処理には類推が入っている。
とにかくCSVとしてハンドルできるようになれば、あとは awk、wcや uniqで数えて数値化し、グラ

フはエクセルというパターンに持ち込める。図 12は、この 13ヵ月の間の、湯川史料室配下のファイル
取得（ダウンロード）回数と転送バイト数を月別にみたものである。これは、pdfファイルのみを数え
ていて、htmlは数えていない。ファイル取得回数は、同一のファイルであっても複数回の取得を繰り返
し数えている。緑の縦線は、2023年 9月に湯川史料室の全史料と scan pdfを公開開始したタイミング
を表している。これを見て、ちゃんと 2023年 9月に立ち上がっている！これは、Drell ratioのジャンプ
だ、新しい quarkが開いたのだと、1970年代素粒子業界を思い出してひとり感動していた。
次に同じファイルの取得は何回でも 1回と数える数え方で、解析したのが図 13である。これを眺めて
いるうちに、熱が急速に冷めて、ひやり、としてきた。この振る舞いはおかしい。湯川史料室web配下
のファイルの総数は 4000個程である。すると、全ファイルが取得されている？
もうひとつのもっと大きな問題は、公開以前の 2023年 8月から立ち上がっていることである。また、
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access log 解析初級２
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図 13
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access log 解析中級２
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図 14

2023年 8月以前にも十分大きな定常的なバックグラウンドがある。
access logを直接眺めていると、いわゆる robotあるいは crawlerがたくさんやってきていることがす

ぐにわかった。robotの寄与を除かないと意味がない。そこで、アクセス数の多いアクセス元をリスト
して、その中にある robotであると確信できるものを排除していった。もちろん、アクセス数の最上位
には googleや yahoo等の大御所が並んでいる。これらにはアクセスしてもらわないと困るので、何度き
てもらってもかまわない。これらのアクセスを通じて、彼らが検索結果として返す先に湯川史料室配下
の urlが現れるようになるからである。
中には、http://warp.da.ndl.go.jp/というのも多数あり、私は知らなかったのだが、これは国立国会図

書館。もちろん、これも問題はない。いずれにしても、膨大な種類の robotアクセスと考えられるもの
をひとつひとつ見つけて、それらを全部除くためのフィルタを作った。この結果、2023年 1月から 2024

年 1月までの 13ヵ月間にあった 130,000アクセスは、robot排除後には、19,000アクセスになった。そ
の結果が図 14である。
まず、立ち上がりの時期がファイル数においても 2023年 9月になった。つまり図 13にあった 2023年

8月の立ち上がりは robotの効果であることがわかった。実際、私たちは公開用の scan pdfを含むファ
イル一式を 8月にはサーバ上に置いて実環境でのテストを始めていたので、robotにそれを検知された、
ということだろう。
それは良いのだが、2023年 9月の公開時からの変化は、ありゃりゃ、というのが第一印象で、図 12

の新 quark open という感動的イベントではなくなり、幅の狭いピーク、つまり寿命の短い現象、になっ
てしまった。もうひとつ、バックグラウンドは決してなくなっていない、というか多すぎるので、その
正体をもっと解析しないとちゃんとした結論は出せない。

access log 解析上級１
一体、どのファイルを持って行くのか？
2024/1 – 2024/5湯川史料pdf ダウンロードtop 10と解釈

87 c111-008-006.pdf 不思議：原子力委員会
52 c034-021.pdf         不思議：また新素粒子
20 c073-001-045.pdf 不思議：ハイゼンベルグ博士
15 s02-03-001.pdf     リストの最初：封筒の写真
15 c034-102-019.pdf 不思議：原子力シンポジウム
14 s02-03-009.pdf   順当：湯川第一論文原稿
12 c041-018-017.pdf 不思議：素粒子の基礎理論討論会
11 s02-03-005.pdf   順当：湯川数式記述
10 s02-03-013.pdf   順当：湯川第一論文原稿
10 s02-03-012.pdf   順当：湯川数物講演原稿

図 15

access log 解析上級２
どこ(referrer)からscan pdf にアクセスしてるのか
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・FMs: scan pdfのあるrecordのみのリスト
・FMa:すべてのrevordのリスト

図 16
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バックグラウンド解析は後にして、まず、いったいどのファイルにアクセスしているのか、を調べた。
研究会当日には、2023年 9月から 2024年 1月までの湯川史料 scan pdfのダウンロード top 10を示し
た。研究会後、小沼さんより、その上位二つは 2023年 9月の記者会見発表時に記者に示した資料例なの
でその効果ではないか、というコメントをいただいた。そこで、アクセスの時間推移を調べると、2023

年 9月だけの幅の狭いピークであることがわかり、小沼さんの予想通り、記者会見効果に過ぎないこと
がわかった。
そこで、本報告では、2024年 1月から 5月までのアクセスの解析を図 15 に示す。これらは 3類型に
なる。ユーザが見たいはずと私たちが期待する「順当」な湯川第一論文作成に関わる資料は 6位より下
に並んでいる。上位には、試しに見に来た人が「リストの最初だからクリック」で解釈できるもの（図
9の封筒）、そして、リストの後の方にあるのになぜクリックされたのかすぐには「不思議」というもの
である。
これらの「不思議」たちに共通するのは、「素粒子」、「原子力」等の現代的にも意味をもつwordを含
む recordであり、既に robotは除いてあるので、現代人の興味に従っていると考えられる。
しかし、第 1位の資料はそういう解釈では説明できない不思議なアクセスになっている。アクセス時

間を見ると、ほぼ毎日、朝 8時 50分の前後 5分で、アクセス元は同一 IP。湯川史料室 webの生存確認
を毎朝、気になる人（誰？九後さん？）がしているということだろうか、まさか。いずれにしても、こ
の第 1位はまともな利用ではない。
このように、アクセスログの解析は注意深く行う必要がある。時間推移やアクセス元、referer等をき
ちんと見ないとだまされることになる（研究会時点での私のように）。
人が scan pdfにたどり着くには史料リストからクリックするはずである。全史料のリスト（FMa）と

scan pdfがあるものだけの史料リスト (FMs)を用意しているので、そのどちらから来たのかを見たの
が、図 16である。これを見ると、結局、今回初めて公開した全史料リストではなく、とにかく scan pdf

を見てみる、というアクセスがほとんどだったことがわかる。更にいうなら、図 14で見てとれた、短寿
命現象、幅の狭いピークという結論が際立っている。

FMs, FMaにはどこから

215 https://t.co/ 
147 https://www2.yukawa.kyoto-u.ac.jp/~yhal.oj/archive.html

40 -
6 https://www.google.com/

FMs

FMa
160 https://www2.yukawa.kyoto-u.ac.jp/~yhal.oj/archive.html

13 -
3 https://t.co/

twitter

図 17

湯川史料室web にはどこから

2274 https://www.google.com/
1615 -

806 https://www.google.co.jp/
705 https://search.yahoo.co.jp/
301 https://t.co/

2023/9 – 2024/1 9844アクセス

外部 refererのみ記載

図 18

では、この FMs、FMaにはどこから入ってくるのだろうか。図 17にアクセスの referer、つまりどの
ページにあるリンクをクリックしたかのカウント数の上位を示す。FMsのトップの 215件は見慣れない
urlであるが、これは twitterに貼られたリンクから来たことを示しており、2位にあるすなおな予想ルー
ト、基礎物理学研究所の湯川史料室のメニュから来たものを引き離している。
では、これらの新リストに限らず、湯川史料室webへのアクセスはどこから来ているかのカウントが
図 18である。断トツは google、続いて yahoo, twitterとなっている。つまり、人が google検索をして、
候補リストが並び、そこからクリックしてやってきた、ということである。つまり、人はまず検索をし、
そこからとにかく欲しそうなファイルをクリックすると、たまたま湯川史料室webの提供しているファ
イルにあたる、ということである。
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access log 解析上級３
アクセス先をNew web service (scan pdf) に限る
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図 19
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access log 解析上級４

/Mori1Q  !

Diary も Old も連動して増加。
しかし、Moriは定常的に湯川より1-order 多い

図 20

2023年 9月に新たに公開したサービスに限り、scan pdfをダウンロードした回数と転送バイト数を見
たのが図 19である。2023年 9月に立ち上がり、幅の狭いピークになっている。robotは排除できている
ことはわかる。2023年 9月以前のアクセスは私たちのテストによるものであろう。逆に、観測されてい
る大きなバックグラウンドは新しい web serviceとは無関係に存在し続けていることがわかる。
湯川史料室 webには大きく分けて次の４つのカテゴリーの情報がおかれている。

・New web：2023年 9月からの scan pdfを含む新 web

・diary：湯川日記
・Old：昔からの重要史料や目録のサービス
・Mori：森一久の史料

この４つのカテゴリー別に解析したのが、図 20である。2023年 9月にNew webが立ち上がり、短い
寿命ではあるがピークを作っている。diaryとOldもこのタイミングで刺激されたのか、少し増加して、
また元のレベルに戻った。しかし、New webのピーク値と同等以上のままずっと定常的にアクセスされ
ているのはMoriである。これは、湯川関係の 3つのカテゴリーより 1-order多い。

Oldの人気順
156 YTarchiveR070508p.pdf

湯川記念館史料室の史料目録
118湯川記念室所蔵図書リスト_20220322.pdf
112湯川秀樹博士を偲ぶ－追悼行事の記録－.pdf

92 MesonTheoryFirstPaperAllThat.pdf
74 ResearchNote.pdf
71 YukawasMaruTheory.pdf
59 RusselEinsteinDecl.pdf
57 SpaceTimeDescrpt.pdf
52 Pugwash.pdf
47 HeisenbergNuclearStructure.pdf
44 16panels.pdf
43 TomonagaLetter.pdf
41 YukawaMimura.pdf

図 21

森一久の何を持っていくのか

486 /~yhal.oj/Mori/Mori1Q/Box018/IMG_0013.pdf
住宅環境が危ない！急増する電磁波汚染の恐怖

303 /~yhal.oj/Mori/Mori1Q/Reports05/IMG_0025.pdf
原子力船「むつ」の数奇な一生

149 /~yhal.oj/Mori/Mori1Q/Writings/Fukuryu_Maru.pdf
写真でたどる第五福竜丸

2023/9 – 2024/1 5か月間のファイル取得 top 3

access log 解析上級５

図 22

Oldのカテゴリーでアクセスの多い順を図 21にあげる。これらは順当な結果と言えよう。
Moriが気になる。本題からはややはずれるが、本研究会の開催場所である核融合研のアーカイブと関

係があるので、少し調べてみた。いったい何をそんなに多数の人がダウンロードしているのか。図 22に
top 3 を示す。トップは森一久の稿ではないが、検索でクリックされているのだろう。2番目、3番目も
検索でたどり着きそうな内容であるが、特に 3番目はクリックしても期待される中身ではない。
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森一久にどこから来るのか

2023/9 – 2024/1 5か月間のreferer(外部) top 
1488 https://www.google.com/

530 https://www.google.co.jp/
504 https://search.yahoo.co.jp/

56 https://www.nifs.ac.jp/

access log 解析上級６

「森一久資料室」として本HPで2016年より公開してきた。
2021年11月にこれらの元資料（実体）が森氏の自宅から
核融合科学研究所核融合アーカイブ室に移管・保管
されることになったのに伴い、このデータベース
「森一久資料室」も2022年9月から核融合アーカイブ室
に移管され、同所で一元管理されることになった。

湯川史料室web 上の記載

図 23

さて、YHAL data にSDGsはあるのか？

・Unix, standard tools, csvkit

・FileMaker 「CSVの管理」以上ではない
・web, html

・構造化データベースは必要ない
・CSV textで十分
・検索、出力機能は必要ない

貧者のための単純データベース（データ保存）アプリ
・データはcsvで入出力可能
・データへの入力、編集ができるインターフェース
・編集画面の設計（だけ）は必要

・検索、集合演算、フォーム出力はあえて要らない
・でも、Excelはダメ、嫌！

まず、私自身が半年前の作業をよく覚えていない、という意味で、
Sustainableでなくなっているのが既に問題

図 24

これらのアクセスはどこから来るのだろうか。森一久資料室は過去の一時期、湯川史料室webに置か
れていたのだが、2022年 9月には核融合アーカイブ室に移しており、湯川史料室 webからは入れない。
図 23のように refererの上位は google, yahooの検索が圧倒的である。研究会時点では、nifsサーバ（核
融合研）から来るのはいったい何だろうかと疑問を呈したが、その後の調査で、nifsサーバ上でのリン
ク記載が湯川史料室を指しているというシステマティックなミスが原因であることがわかった。
今までの解析からわかることは、どのターゲットに対しても google, yahoo等の検索エンジンからやっ
てくる人が圧倒的に多い、ということである。更に、twitterに張り付けられたリンクからのものが初期
には目立つ。結局、基礎物理学研究所のwebのメニュから湯川史料室に入って、というようなこちらが
構成している流れで入ってくる人はほとんどいない。この事実は、冷静に考えれば当たり前であろう。
webアクセスは、検索されてなんぼ、なのである。その意味では、今回の史料公開リストでは全く考慮
してはいない検索エンジン対応という面も、将来的には考えるべき重要なポイントである。
同時に、いったん検索エンジンに登録されてしまうと、それは簡単には消えない。もし、ファイル自体

を消してしまうと、宛先に見当たらないで終わり、になってしまう。森一久史料については、基礎物理
学研究所の湯川史料webの側で nifsへの redirectionを設定して、検索エンジンに再学習させつつある。

4. そして結局
私たちは sustainability hypothesisに従って、湯川史料の公開のためのシステムを作った。html + web

browser というシステム自体の sustainabilityはおそらく十分に長い。 過去には、htmlのバージョンが
上がるときに、一部の tagがなくなった例もあるが、汎用の tagを使っている限りは大丈夫であろう。
今回の作業結果として作った htmlを作るためのプログラムは、unix標準ツールを組み合わせるだけ

で作るという目標は達成したが、100個程のコマンドをパイプでつないだ、ある意味で「作品」レベルに
なってしまったことも確かである。それを見ても何をやっているのかは即座にはわからない。わかっても
その理由はすぐにはわからない。つまり、エラーを直すためのコマンドなので、どういうエラーがあっ
たかに依存して、コマンドが決まっている。元のエラーがなんだったのかを逆に想像するのは難しい。
これは望んだ SDGsなのか？もともとのデータに存在する、多様な human errors にスクリプトで対

応したから、このような作品になってしまった。もちろん、元データを直せば、スクリプトを縮小する
ことは可能である。しかし、今後も入力データを増やすなら、結局、同じ human errors が必ず一定の
確率で発生する。つまり、エラーを修正する部分を消すわけにはいかない。人は、起こりうるエラーは
全て起こす、と想定すべきである。
何が必要最小限なのかを図 24に示す。湯川史料室レベルでアーカイブ史料を管理して活用するのに、

構造化データベースは必要ない。それなら、CSVで十分で、検索、出力、集合演算機能は必要ない。し
かし、データの入力と編集は必須であり、そのインターフェースさえあればよい。エクセルはCSVを扱
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える汎用ツールだが、入力・編集フォームを柔軟に設定できないので、任に堪えない。
湯川史料室では、FileMakerは CSVの入力・編集インターフェースとしてだけ用いている。出力は

CSVを経由して、unix標準ツールで行った、というのが私たちのやり方であった。しかし、私の発表後、
高岩さんから、FileMakerでできることをわざわざ外部の標準ツールでやったわけですね、でも、unix

標準ツールは今の人は知らない、と言われた。
私が作ったスクリプトのデータ操作が FileMaker で同等にできるのかは分からないが、relational

databaseとしての演算や正規表現による置換が何でもできるなら可能かも知れない。しかし、できても
手動操作が多くなって非常に遅いのではないか、そして、標準ツールのメリット、大量の処理の試行錯
誤はやってられないだろう。とにかく FileMakerという大きなアプリケーションはそれ自体だけでなく、
それが動く土俵のOSの更新の影響も受けそうだから、sustainability hypothesisからは頼れない。
他方、unix標準ツールを今の人は知らない、という指摘はそれなりに私の心に刺さった。確かに、標

準ツールと呼ばれるものも、現代では既に標準ではない。つまり、ある程度のプロなら誰でもが使える、
という時代ではない。しかし、標準ツールを使いこなせる人材はどの分野でも今後も欠かせない。少な
くとも、アーカイブをweb公開しようとする組織なら、そのような人材は確保すべきだし、それは当分
は特殊な人材ではないと考える。
私がかなりのパイプ数を使って構成したエラー処理をやらなくてよいシステムがあり得るならば、エ

ラー耐性（自動補正・解釈力）の非常に高い、全く別次元のトータルシステムになるだろう。htmlはあ
る程度エラー耐性が高いことで助かっているが、それだけでは足らない。すると、結局はAIに、こんな
表とリンクの入った htmlを作ってください、リンク先は適当に解釈して、とでも頼め、ということにな
るのだろうか。それが無理なら、人はプログラミングからは逃れられない。

結論：
Sustainability is essentially important

but it is not easy

and it requires sustainable energy

(because we need non-thermal work).

最後に：風が吹いているのかも知れない
最近の流行語にRDM (Research Data Management)というのがある。NII（国立情報学研究所）は開
発したResearch Data Cloudを使った研究データエコシステムを提案し、全国の研究機関に利用を呼び
掛けている。学術論文等の即時オープンアクセスの実現に向けた基本方針が 2024年 2月の統合イノベー
ション戦略推進会議で出され、2025年度以降に採択された公的研究費の業績は、論文自体だけでなく根
拠となる研究データについても即時公開が義務付けられる方針である。また、2030デジタル・ライブラ
リー推進に関する検討会が、科学技術・学術審議会のオープンサイエンス時代における今後の大学図書
館の在り方検討部会で始まっている。
これらの政府主導の風は本当の意味で追い風かどうかはわからない。しかし、真向いの風じゃないと

するなら、こちら側で帆の向きを工夫して、推進力をもらうことはできるのではないか。未来のために、
今できることを、という立場で微力を尽くしたいと考えている。

湯川史料全面公開のための新webシステムを共同開発してきた小沼さん、九後さんには、久しぶりに
ハードなプログラミングと研究会発表準備をさせていただき脳が覚醒されたことに、そして、基礎物理
学研究所計算機室の加藤左和さんには、システム運用上の支援をいただいたことに、そして、皆さんに
は原稿に重要なコメントをいただいたことに感謝します。また、金沢大学の井町智彦さんには、webや
データ処理の専門家としてご教示いただき感謝します。
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湯川記念館史料室の 45 年間の歩み 

1979～2024 
 

小沼通二 

京都大学基礎物理学研究所湯川記念館史料室 

慶應義塾大学 

 

１．はじめに 

京都大学基礎物理学研究所（以下基研と略）の湯川記念館史料室[１]では、湯川秀樹註１没後 42 年

の日にあたる 2023 年 9 月 8 日に所蔵史料全リストとデジタル化史料全体を原則として公開した。

公開のための作業は青木健一氏が中心になって進め、この報告の前の講演で詳しく説明してくれた。

ここではそれまでの歩みを中心に報告する。 

２．湯川記念館史料室とは 

湯川記念館史料室は、英語では Yukawa Hall Archival Library (YHAL) といい、基研の湯川記

念館棟の 1階の Y101、Y102 号室に置かれている。発足は 1979 年 8 月 1日であり、湯川と遺族そ

の他から寄贈された史料の整理と分析、利用者などへの協力などの活動をおこなってきた[２]。 

史料室の運営は研究所内外の委員からなる湯川記念館史料室委員会が管理し、作業は非常勤の

協力者 1名とともに有志数人が当たってきた。 

これまでに整理・保存されてきた史料は、43,000 点以上あり、現在も増加を続けている。これ

らは、プライバシーにかかわる史料を除き、青木氏の報告にあったようにすべてネット上で公開

されている。最近の活動の一つは、湯川記念室(Y109 号室[元湯川所長室])とその周辺での常設展

示「湯川秀樹と読書」の作成である[３]。2012 年 7 月 19 日から公開しているので、訪問希望者は

基研事務室に申し込んでいただきたい。 

3．ルーツ 

1976 年に南部陽一郎（Chicago 大）と Laurie M. Brown（Northwestern 大）から早川幸男（名

古屋大）に、日本の素粒子物理の歴史の分析を協力して行いたいという連絡が届いた[２，４]。早川は、

京都に来て牧二郎と私にこの要請について相談した。我々は、忙しくなるけれど、内容から考えて

承諾するという結論に達した。共同研究計画をまとめて日本学術振興会と National Science 

Foundation の日米科学協力事業に申請したところ、採択された。 

そこで、1978 年 9月～1979 年 7 月 と 1984 年 7 月～1985 年 9月 に 日米共同研究を実施し

た[５]。京都で開かれた第 1回研究会の席上、1978 年 9 月 14 日に Brown から Archival Library の

重要性が提起された。これについて第 2回研究会（1979 年 2 月）と基研研究部員会議（1979 年 3月

と 6月）で前向きに審議した。1979 年 7 月には、私が海外出張の機会を利用して限られた日数だっ

たが、欧米の Archives を視察し、有益なアドバイスを受けた[２]。訪問した Archives は 

“Salle Pauli”, （CERN、Geneve, Switzerland）  

――――――  

連絡先：小沼通二 mkonuma＠keio.jp （＠は半角の@に変更が必要） 

註 1 故人の氏名には、歴史上の人物として、敬称は省略する。 
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“Niels Bohr Archive”, （Niels Bohr Institute, Copenhagen, Denmark） 

“Center for History of Physics, （American Institute of Physics, New York, USA） 

“History of Accelerator room”, （Library, Fermi National Accelerator Laboratory, Batavia, 

Illinois, USA） 

“Office for History of Science and Technology”, （University of California, Berkeley, 

California, USA）  

だった。 

4．これまでの歩み 

湯川記念館史料室は第 1次の日米科学協力事業が終了した翌日に発足した[２]。1979 年 8月 1 日

だった。まずおこなったのは、うずもれている史料がないかの捜索だった。10 月 26 日になって,

情報が入ったという電話が理学部の田中正からあった。理学部の湯川研究室をかたづけたときに

段ボール箱を物理図書室に運び込んだというのである。図書室職員がそのまま置いてあるという

ので、私はすぐに田中と一緒に図書室に行った。箱を開けると古い物理や数学の書物があったの

だが、箱の下の部分に多数の大型封筒が見つかった。封筒の中はノーベル賞の対象になった論文

の関係書類を含む既発表論文ごとの計算や原稿だった。うずもれていた貴重な湯川史料の発見だ

った。11月 5 日に、来所した湯川が発見された史料などを史料室に寄贈してくれた。条件は、学

術的発表は構わないが、病後の湯川は対応できないから報道関係者には発表しないことといわれ

た。史料室の我々は、すぐに整理分析を開始したのだった。 

国内外の学界に対する公開の最初は、日本物理学会年会（1980 年 3 月）における河辺・小沼の

発表[６，７]と、米国の国立加速器研究所でおこなわれた国際シンポジウム「素粒子物理学の歴史」

（1980 年 5 月）における早川の発表[８，９]によるものだった。それ以来 国内外の研究者による史

料の学術的利用が始まった。 

1981 年 9月 8 日に湯川は永眠し、10 月 30～31 日に追悼行事として講演会と展示会をおこなっ

た。史料室は基研と理学部の人たちに協力してもらって、16 枚のパネル「湯川秀樹 1907～

1981」を作成した[１０]。この時に湯川家から大量の写真を提供してもらった。これに続いて 11 月

に湯川スミ夫人から大量の史料の寄贈を受けた。その後もたびたび寄贈をいただいた。 

整理できた史料目録は 1982 年 7月から 1999 年 6 月まで『素粒子論研究』に 10 回にわたり掲載

された[１１]。私は 1983 年に基研から慶應義塾大に移り、その後の作業は河辺が一人で精力的に進

めた。1984 年には、旧湯川所長室に、湯川記念室が開室された。1985 年 8 月には、史料室は中間

子論５0周年記念国際会議に協力した[１２]。河辺は、湯川の詳細な年譜と著作目録もまとめた。

2000 年 1月に突然、史料分析を綿密に進めてきた河辺が永眠した[１３]。 

担当者が不在になった史料室が気になって私は京都に行き状況を確認した結果、私が河辺の跡

を継いでふたたび作業を続ける以外ないと決断した。その数年後の 2006 年と 2007 年には 湯川

秀樹・朝永振一郎生誕百年記念事業が行われた。この中で、史料室が協力して作成した企画展示

会「素粒子の世界を拓くー湯川秀樹・朝永振一郎生誕百年」が科学博物館から始まり、筑波、京

都、大阪、広島、宮崎、札幌、新潟、金沢の各地を巡回した[１４，１５]。この準備を進めた中で、未

整理の史料がまだ大量に残されていることが共通の認識になり、湯川記念館史料室と筑波大学朝

永記念室の連携の強化を図ることを考えた。 
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その結果、名古屋大学理学部物理学教室の坂田（昌一）記念史料室も含めた三者の関係者が協

力して史料整理と連携の強化を図るため、科学研究費補助金・基盤研究（Ａ）に計画を申請し

た。この計画が 2008～2010 年度に「湯川・朝永・坂田記念史料の整理と史料記述データベー

ス」、2011～2013 年度に「湯川・朝永・坂田記念史料から分析する日本の素粒子研究者の系譜」と

して認められたので、湯川・朝永・坂田の史料の整理が進んだ[１６，１７]。（代表者はどちらも高岩

義信氏だった。） 

2014 年度からは基研の校費による史料室整理と分析、利用者などへの協力が今日まで続いてい

る。この間に、下賀茂の湯川邸が京都大学に寄贈されるという新しい事態が生じた。 

これに伴い 2020 年に湯川家から、自宅に残されていた全写真アルバムと、書斎と応接間の全蔵

書などが湯川記念室に寄贈された。アルバムはデジタル化され、蔵書は整理されて湯川記念室に書

架を用意して配架された。ここで気が付いたことがあった。湯川は自叙伝『旅人』（朝日新聞社、現

在角川ソフィア文庫）や『本の中の世界』（岩波新書、みすず書房でも）などの中で、読書の体験に

ついて熱心に語っていた。湯川が何十年も前に熟読した書物が寄贈された書物の中にたくさんあっ

たのである。そこで、湯川記念室とその周辺に展示することにした。それが、2021 年 7 月 19 日か

ら公開した常設展示「湯川秀樹と読書－ノーベル賞物理学者の原点」である[３]。 

2021 年 8 月に湯川邸は京大に正式に寄贈されて、安藤忠雄氏の設計により庭と周囲の部屋を残

して改築が行われた註２。 

2023 年 9月 8 日には、「YHAL 全史料リスト」（43,000 点以上）[１８]と 「YHAL scan データ史料

リスト」（2,330 件、23,243 ページ）[１９]をオンラインで公開したが、これについては、この報告の

前に青木健一氏の報告があった。史料数は、さらに増加を続けている。 

史料の分析の結果、中間子論の誕生[７]、湯川の日記のうち、27 歳で初めて書いてノーベル賞受賞

の対象になった論文が完成した 1934 年と、第 2次世界大戦の最後の 1945 年の日記はすでに公刊さ

れている[２０、２１]。そのほか興味があると思われる史料の解説も公表されている[２２、２３]。 

５．これから 

 研究者・報道関係者・出版社などからの湯川史料利用希望や問い合わせは今でも少なくない。こ

れらに対しては、これからも可能な協力を行っていくことにしている。史料の内容分析も続いてい

る。湯川の著作権註３についてみると、著作権法によって没後 70 年となっている。70年は死去の翌

年（1982 年）の初めから起算することになっているので、2051 年 12 月 31 日まで続くことになる。

アルバムを所有する史料室は、肖像権も考慮しなければならない。 

 文化財としての史料室の史料の役割が終わることはない。 

 時間とともに、史料室が期待される活動の形は変わっていくだろうが、引き継いでいく必要がな

くなることはないだろう。 

 

 

 

 

―――――― 

註 2 旧湯川邸の改築は 2024 年 3 月末に完成した。 

註 3 湯川の著作権も、京都大学に寄贈された。 
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名古屋大学プラズマ研究所に至るまでの 

核融合研究者コミュニティにおける「研究所」に関する議論の変遷 
 

雨宮 高久 

日本大学理工学部 

 

１．はじめに 

1961(昭和 36)年 4月、日本のプラズマ・核融合分野における共同利用研究所として、名古屋大学プラ

ズマ研究所（核融合科学研究所の前身機関のひとつ）が創設された。プラズマ研究所の歴史については、

これまでにも『プラズマ研究所 10年のあゆみ』や『プラズマ研究所 25 年史』といった文献の中で総括

されてきているほか、日本の核融合研究開発に関する通史の中でも中心機関のひとつとして取り扱われ

ている場合がほとんどである。ところが、研究所が創設された当時の動向については、文献史料の調査・

分析を通じて明らかにされてきていない疑問が数多く残されている。例えば、プラズマ研究所の創設が

本格的に検討され始めたのは、日本学術会議によって政府に勧告された数理科学研究所などの新設が未

だに実現していないという時期であった。つまり、このような状況で新たに研究所の創設を提案するこ

とは、既に勧告が出された研究所案と競合することにつながり、最悪の場合には研究機関の新設をめぐ

って国内の学術研究体制に不協和音を生じさせる危険があった。また、核融合研究が国内で開始された

当初、各地の大学や研究所で行われている同分野の基礎研究を促進することが、研究者のあいだでの共

通認識として捉えられていた。そのような共通認識がある中で、少なからず中央集権的な性格を持つ共

同利用研究所の創設が提案されたことは、それ自体に違和感があると言える。これらの点に関して、上

記の文献や日本の核融合研究開発史についての先行研究では、全く言及されてきていない。 

なお、核融合懇談会（現在のプラズマ・核融合学会）を中心とする研究者コミュニティにおいて、「研

究所」に関する話題が出されたのは、プラズマ研究所が初めてというわけではなかった。日本で核融合

反応の研究が開始された 1950 年代から、既に国内の研究体制を考える場面において、必ずと言ってよ

いほど「研究所」の新設や既存の研究機関における核融合部門の新設が検討されていたことが、本稿筆

者の文献調査によって判明している。 

そこで本稿では、名古屋大学プラズマ研究所の設立に至るまでに、核融合研究者のコミュニティ（具

体的には、京都大学基礎物理学研究所、超高温研究会、核融合懇談会、原子力委員会・核融合専門部会、

日本学術会議・核融合特別委員会）の中で検討された「研究所」の新設に関わる議論の変遷について、

アーカイブ機関に所蔵された文献史料に基づき調査・分析した結果を報告する。 

 

２．京都大学基礎物理学研究所と超高温研究会：「研究所」を基盤とする研究体制の構築 

1950 年代中頃になると、日本でも各地の大学で核融合反応が研究課題として取り上げられ始めた。そ

の中でも、最初期に研究を開始した機関が京都大学基礎物理学研究所と超高温研究会であった[1]。そこ

で先ずは、核融合研究が開始された段階において、これらの組織に所属する研究者たちが主張した「研

究所」に対しての見解を比較してみたい。 

２-１．京都大学基礎物理学研究所 

 京都大学基礎物理学研究所では「共同利用研究計画」の「短期研究会」として[2]、1955（昭和 30）年

2月 1日から 15 日に第 1回「天体核現象」、1955 年 10 月 24 日から 25 日に第 2回「天体核現象」、1956

（昭和 31）年 4月 17 日から 27日に「超高温」に関するシンポジウム・談話会が開催された。この中で
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は、天体を見倣うことで地上の核融合反応を実現できるのではないかという考え方が採用され、理論的

アプローチによる研究の推進が検討された。 

なお、早川幸男と武谷三男は 2回の「天体核現象」シンポジウムから導き出される「超高温における

問題」として、星の核反応に対するマクスウェル分布の妥当性、高温高圧下での物性（弾性や粘性、熱

伝導、電気伝導、磁気的性質など）、星の大気で見られる放電現象、地上で超高温をつくる方法などを挙

げている。その上で、彼らは「基礎研を軸として、物理学の各分野が融合するようになれば、これこそ

融合反応成功の第一歩と思う」との見解を示した[3]。この記述からは、早川と武谷が「京都大学基礎物

理学研究所を中心とする日本における核融合研究者コミュニティの構築」を狙っていたことがうかがえ

る。換言すれば、「京都大学基礎物理学研究所を中心とする素粒子論グループが日本の核融合研究を純

学問的に先導する」という目論見が、少なからず彼らの中に存在していたと解釈することができる。 

２-２．超高温研究会 

 一方、大阪大学では工学部や理学部に所属する研究者たちによって、1956 年 6月に超高温研究会（後

の高温学会で、現在のスマートプロセス学会）が結成された。当初、超高温研究会は「大阪大学内にお

ける共同研究を促進するための研究者組織」として結成されたが、会誌『超高温研究資料』の発刊（1957

（昭和 32）年 1月）や「超高温研究会規約」の制定（1957 年 4 月）、大阪大学以外の会員の増加などを

通して、徐々に「（核融合研究に関する）全国的な研究者組織」へと方針転換することなる[4]。 

超高温研究会では 1957 年 6 月 26 日に開催された第 10 回例会の中で、研究所の新設が初めて議題と

して取り上げられた[5]。この時、ちょうど文部省（現在の文部科学省）から直近 5年間の研究計画に関

する問い合わせが来ており、これに対して副会長であった大阪大学工学部の岡田実が「超高温研究所」

の発足を提案した。第 10 回例会の議事録には岡田が文部省への答申の中に「超高温研究所」の発足を

含めたことしか記載はないが、岡田研究室の荒田吉明が超高温研究会の初代会長であった伏見康治（大

阪大学理学部）に宛てた書簡（NIFS FSA ID:401-01-12）[6]によると、文部省からは「原案」の作成を促

す内示もあったようで、荒田らは「超高温研究所」に関する「原案」の作成も行っていた。伏見宛の書

簡において、荒田は「確実なデーターや研究の基礎が出来上ってからの方がよいと思っておりましたが

外部的な機運といふことも大切」であることに加えて、研究環境の改善も必要であることから「原案」

を作成したと記している。なお、荒田らが作成した「原案」は、核融合科学研究所・核融合アーカイブ

室所蔵の「超高温研究所設置計画（案）」（NIFS FSA ID:401-01-11）[7]のことを指していると考えられ

る。「超高温研究所設置計画（案）」に記載された提案の「趣旨」は以下の通りである： 

・・・核融合エネルギーの平和的利用は今や現実的研究課題として極めて重要視されるに至った。

核融合反応は核物理学の分野において加速荷電粒子、中間子および超高温による三つの方法が考え

られている。この中熱核融合反応については米国においてステラレター（本稿筆者注：原文ママ。

ステラレーターのこと。）の建設計画があり、ソ連、英国でも同様超高温による核融合実験が進めら

れている。すなわち、最早や単なる物理学上の問題でなく技術的にも解決を要求される段階に至っ

ている。もし核融合エネルギーの利用に成功すれば社会的、経済的、産業的影響はけだし甚大であ

ることは疑う余地がない。阪大工学部では理学部と協力し 1955 年からこれが実験に着手し、すで

にしばしば研究成果の発表を重ねてきたが更にこの種研究の画期的発展と一般工学上の迅速なる

応用を行うために下記のごとき計画にもとづき超高温研究所設置を要請する次第である。 

しかし、結果として「超高温研究所」が大阪大学の付置研究所として早期に新設されることはなく、大

阪大学工学部の付属機関として「超高温理工学研究施設」が創設されたのは、「原案」作成から約 10 年

後の 1967（昭和 42）年 6月になってからであった[8]。 
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３．核融合懇談会：「研究方針（案）」における「研究所」の取り扱い 

このように、研究者たちのあいだでは、大学に付置された特定の「研究所」を中心とする核融合研究

の促進が模索されていた。その一方で、国の原子力政策の一環として、核融合研究を取り上げる動きも

同時期に起こっていた。この背景には 1950 年代に入って、原子力に関わる行政機関や政府系の研究開

発機関が整備されていったことが影響していたと言える。具体的には、1955 年 11 月に財団法人日本原

子力研究所が設立され（翌 1956 年 6 月に特殊法人化）、1956 年 1 月には原子力委員会と総理府に原子力

局が設置された（原子力局は同年 5 月から新設された科学技術庁のもとに移管）。そのため、核融合に

関する国の政策は原子力委員会と科学技術庁原子力局で議論されることになった。 

ところで、一般的な日本の核融合研究開発に関する通史において、「核融合懇談会」は「研究者による

任意団体」と評されることが多い。しかし、厳密には上記の原子力委員会や科学技術庁原子力局によっ

て開催された「核融合反応懇談会」が起源であったと見なすことができる[9]。 

 1957 年 2 月 6 日と 10 月 5 日、原子力委員会委員であった湯川秀樹の尽力で「核融合反応懇談会」は

開催されることになった。この中で、原子力局は核融合反応懇談会を原子力委員会の専門部会として位

置づけて、いわゆる「原子力予算」を使用した研究の促進を提案した。しかし、第 2回核融合反応懇談

会に出席していた湯川と早川は、「誰でも参加できるような態勢にしておいた方がよいから、今すぐ専

門部会に発展させる案はやめることとし、当分このままの非常に開放的な会として各分野に広く呼びか

ける」ことを主張した。その後、1957 年 11 月頃に湯川は国内の研究者へ向けて、「核融合懇談会への呼

びかけ」に関する書簡を送付した[10]。同書簡の中で、彼は核融合反応懇談会（書簡内では「核融合懇談

会」と記載）の創設とそこで行われた議論の経過を説明し、核融合反応懇談会で集約された意見を次の

ようにまとめた： 

（１）核融合およびそれの基礎になるプラズマ物理学等の研究を進めるために、核融合懇談会を組

織する。 

（２）研究内容は超高温、原子物理学、天体物理学、宇宙線等の理論および実験の分科を覆うが当

分はこれらの諸分科に分けずに綜合的に研究を進める。 

（３）懇談会には上の諸問題の研究に従事し、それについて着想を持つ人は自由に出席して発議、

討論できるようにする。従って懇談会の開催は別表の諸組織に通知すると共に積極的な発言を

して頂く方には特別に招待をする。 

（４）懇談会は優れた着想を育てるために、実質的な応援をするように努力する。つまり原子力局

を通して出る研究費の使途について意見を述べる。 

なお、この時点で発足した「核融合懇談会」は原子力局から出される研究費（特に、原子力平和利用研

究委託費）の使途に研究者の意思を反映させたいという思惑が影響して、「原子力局が世話をする暫定

的な組織」という色彩が強かった。しかし、原子力平和利用研究委託費の使途には強い制限があること

が判明したほか、日本大学理工学部に所属する研究者たちから「核融合懇談会」がゆくゆくは「素粒子

論グループ」と同等な研究者組織 F.G.（Fusion Group）に発展的解消をすべきという要望が出された。

その結果、1958 年 2月 10 日、11日に開催された初の大規模会合において、「核融合懇談会」は「研究者

の自主的組織」・「研究者による任意団体」としての方針を確定することになった。さらに、この時の議

論の経過を踏まえて、懇談会による「核融合反応研究の基本方針（案）」(NIFS FSA ID:301-04-13)[11]が

作成された。同方針（案）には、研究所の新設に関する次のような記述がある： 

  ・・・ 
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（4）核融合研究の主な努力はプラズマの研究に向けられる。プラズマの物理的性質を知るための

測定法とその基礎になる理論が初期の段階で最も大切である。 

（5）優良な研究手段が見出された場合には、それを集中的に援助して発展させることが必要であ

る。一つの手段には一、二の研究グループだけが従事して、多くのグループがそれを模倣するこ

とを避けねばならない。集中研究にはそれまで分散していた別個のグループの共同研究が奨めら

れる。それと同時に他の多くのグループに別の方法を独立に研究するべきである。 

・・・ 

（4）から（5）に移る頃に、核融合の綜合研究所の設けられることが望ましい。 

つまり、核融合懇談会では「優良な手段」が見出された段階で、「核融合の綜合研究所」の設置が望まし

いと考えられていた。 

一方、大阪大学理学部グループは「核融合反応研究の基本方針（案）」の対案として、「核融合エネル

ギー利用研究の基本方針（案）」を作成している[12]。研究所に関する記載を見てみると、大阪大学の基

本方針（案）では「有力な研究手段が発見されたとき」に加えて、「プラズマの性質を知るための基礎と

なる理論、実験」が開始される段階で「綜合研究所の設置」を充分に検討しなければならないと提案さ

れている。また、同時期に作成されたと思われる阪大グループ作成の「核融合研究体制案」（NIFS FSA 

ID：301-04-06）[13]においても、「核融合エネルギー利用に密接な関係のある機器および設備の開発的研

究を行い、あわせて全国の核融合に関する研究の中心となる」ことを目的とする「核融合研究所」の創

設が計画されている。「核融合研究体制案」では「核融合研究所」を昭和 35（1960）年に新設し、基礎

資料の調査や模型実験、小規模実験をもとに設計資料の整備を行った上で、「最も適当と推定される実

験融合炉 1～3種の建設」を開始するという「5ヶ年計画」が立案されていた。 

 以上のことから、研究者たちは 1958 年頃になると、「核融合に関する総合研究所」の将来的な設置を

切望するようになっていったことがうかがえる。 

 

４．核融合専門部会：研究体制における「研究所」の存在と A・B計画の提案 

研究者たちが「核融合に関する総合研究所」の新設を要望する一方で、原子力委員会や科学技術庁原

子力局では、核融合研究を「将来的には日本原子力研究所に集約すべき」であるという意見が一般的で

あった。例えば、第 2回核融合反応懇談会（1957 年 10 月 19 日開催）で示された原子力局作成の「核融

合反応に関する当面の方針について」には、「・・・昭和 35年度以降については各研究グループの研究

見通しに従って重点的に相当大規模な研究を行うことになるが、この場合の研究の主体は原子力研究所

とするのが妥当であると考える（下線は本稿筆者による強調）」という一節がある。 

その後、1958 年 4 月 11 日、原子力委員会下の専門部会として発足した「核融合専門部会」の第 1回

会合が開かれた。同部会においても、研究体制に関する話し合いが度々行われているが、その中でも「研

究所」の存在に話が及んでいる。議事録を確認すると、原子力委員会委員でもあった菊池正士（東京大

学原子核研究所）と、純粋に研究者としての意見を発言していた宮本梧楼（東京大学理学部）や早川の

あいだで、「中央研究所」に関する主張の違いが浮き彫りになっていったことが分かる。一例を挙げる

と、第 3 回核融合専門部会（1958 年 7 月 22 日）において、菊池が「今中央研究所を作るとして中心と

なるような装置を作ることができれば今でもよいと思う。」と発言すると、宮本は「人間だけではだめ

か。」と述べ、「小さい装置をもととしている各大学の研究と並列の中央研究所を作る。各大学のいい案

がでたとき、すぐ実現できる場所を作っておくべきだ。」と主張した。ところが、この宮本の主張に対し

て、菊池は「その程度なら原子力研究所でよいではないか。」として、原子力委員会や科学技術庁原子力
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局における「将来的には日本原子力研究所に集約すべき」という見解に肯定的な発言をしている。また、

菊池は科学研究所（現在の理化学研究所）が核融合分野の中央研究所になることに対してかなり否定的

で、「科研は規模(敷地、研究者陣容)の点から考えても無理だ。新しい土地に新しい研究者を連れて来て

作るとすれば科研にしなくても新しい研究所にすればよい。付帯事務費は同じである。」とも述べてい

る。第 4回核融合専門部会（1958 年 10 月 27 日）での研究体制に関する議論においても、菊池は「具体

的に原研、理研、核研等の何処で第 1段階の開発をやるかが問題だ。核研でやることは困難であろう。」

として、東京大学原子核研究所に核融合部門を新設することも否定した。この菊池の意見に対して、早

川は「中心となる機関が必要なことは皆一致している。どこに置くかは一致していない。中央におくか

地方におくかが問題である。」と述べ、また「原研には、大学から近ずかない人が多い。」として、日本

原子力研究所が核融合分野の中央研究所として位置づけられることに否定的な見解を示した[14]。 

このように、中央研究所に対する意見の違いが浮き彫りになったことで、「研究所」を起点に研究体制

を議論することは難しくなったと想像される。その一方で、1958 年 9月に開催された国際連合主催の第

2回原子力平和利用国際会議（International Conference on the Peaceful Uses of Atomic Energy）

にて公開された諸外国の研究成果は、核融合炉実現の困難さを明らかにすることとなったが、裏を返せ

ば日本も諸外国の研究に追い付けるという見解のもと、国内での早急な研究体制の構築を希望する声へ

と結びつくことにもつながった。また、同会議に出席した宮本が「日本の実験研究はあまりにも遅々な

るものだから、各国の研究がうんと強力に推進されている現在では、わが研究は停止していると云うよ

り、むしろ後退していると云った方がよい」、「理論研究も必要だが、特に実験研究を一層強力に進めな

ければならない」と発言したこともあって、核融合専門部会では昭和 34 年度から開始予定の「大きな

計画」を検討する Study Group を発足させることが決定した。さらに議論が進んだ結果、諸外国である

程度成功した装置を速やかに建設する計画と、日本独自のアイディアを具体化するための基礎研究を進

める計画を同時に進めていくことになった。そして、ここまでの議論を総括した中間答申として、「核融

合反応の研究の進め方について」[15]が 1959（昭和 34）年 3月 30 日付で原子力委員会に提出されること

になった。同答申で提示された核融合研究に関する計画が、以下に示す「A計画」と「B計画」である。 

  A 計画 新しい着想の育成と具体化 

   核融合の研究に関して、過去数年間に次々新しい考案が生まれて来たが、そのうちどれが終局の

成功に導かれるかどうかは今なお不確定である。わが国でもいくつかの新しい着想が生まれつつあ

るが、それを積極的に育てて行くことが必要である。そのためには当面次の措置を講ずることが望

ましい。 

(1) 大学にプラズマ科学の促進を目的とするいくつかの講座を増強し、基礎研究を進めると共に研

究者の養成を行う。 

(2) 核融合研究の根本になり、特に多額の経費を要する高温プラズマ発生装置については、新しい

着想の検討装置の試作を目的とする研究グループを作る。 

(3) 上記の活動でかなり有望だとわかってくれば、この研究グループを恒常化してそれを中心にし

て一つの研究中核を組織する。 

(4) このための予算的措置を講ずることが必要である。 

B 計画 中型装置の建設 

   諸外国ではピンチ型、ステラレーター型、磁気鏡型等の高温プラズマ発生装置を建設し、プラズ

マ物理学に多くの成果をもたらした。わが国でも各研究機関で類似の小型装置を製作または設計し、

高温プラズマについて様々の知識を得つつある。しかし百万度を境にしてプラズマのふるまいにか
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なり質的な違いが予想されるので、1 千万度程度の高温を保持することを目標とする中型装置が必

要である。そのためには諸外国である程度成功を見た型を参照して、中型装置をできるだけ速かに

建設することが望ましい。これは 3‐10 億円の経費が予想され、わが国としては、かなりの規模の

研究になるので、効率的で総合的な方法として次のような措置を講ずるのがよいと考える。 

(1) 中型装置の形式、規模を調査研究し、その設計の具体案を作るために、中型装置設計グループ

を組織する。このグループは日本原子力研究所に置かれ直ちに活動を始めるのが望ましい。 

(2) このグループは、昭和 34 年度中に中型装置の形式規模等を選定し、さらに具体的な検討を行

うことを目標とする。 

(3) 上の仕事の成果に基づき、中型装置を建設、運転、研究を行う実施機関を決める。実施機関は、

昭和 35 年度から出発できることが望ましい。 

ところが、B 計画が基礎研究を重視するという方針に大きく逸脱している点が問題となり、核融合研究

者のコミュニティでは「A-B 計画論争」と称される B 計画の是非についての論争が巻き起こった。 

なお、A計画・B計画の立案を「研究所」という観点で捉えてみると、核融合専門部会での研究体制に

関する議論の中で「中央研究所」の存在は取り上げられたが、このことに対する意見の集約は難しく、

「研究所」を起点として研究体制を検討することは困難であることが判明した。そこで、第 2回原子力

平和利用国際会議の影響もあって、研究所という「ハコ」ではなく、中型装置という（「ハコ」に入る）

「モノ」に議論が移されることになった。その結果として立案されたのが「B 計画」であったが、それ

が必ずしも核融合炉の実現に直結できるかは分からない。そこで、日本独自の新しい着想を具体化する

ことを目的とした「A計画」を「B計画」と同時に実施するという方針が立案されたと考えられる。 

 

５．核融合特別委員会：「プラズマ研究所」創設の提案は「学融合」のため[16] 

 1959 年 5 月 14 日開催の「核融合研究の方針に関するシンポジウム」において、「A・B計画論争」は高

まりを見せた。同シンポジウムで B計画の賛成派と反対派が論戦を繰り広げている様子や新聞、学術誌

面上などでの論争は、読売新聞において「学分裂」と表現されるほど激しいものであった[17]。また、一

連の動向を踏まえて、核融合専門部会長であった湯川が「昭和 35 年度原子力予算への B 計画予算の計

上を見送る」という決断を下したことについて、1959 年 8 月 15 日付の朝日新聞で「これ（本稿筆者注：

B計画の見送り）でわが国の核融合研究は大きく後退したことになる」[18]と批判されたことは、悲観的

な印象を社会に与えることにつながってしまった。さらに、当然ながら、B計画の賛成派は「B計画の見

送り」に対して不満を持つことになったため、「A・B 計画論争」の影響は広範囲にわたって、予想以上

に大きかったと推察される。 

 一方、日本学術会議には新たに「核融合特別委員会」が設置され、1959 年 5 月 14 日に第 1 回委員会

が開催された。ちなみに、核融合懇談会の会長であった湯川が、日本学術会議下に核融合分野に関する

「責任ある組織」の設置を要望したことが一因となって、核融合特別委員会は設置されることになった。

同委員会の委員長に選出された伏見は、「学分裂」が起ってしまった核融合研究者のコミュニティに頭

を悩ませていた。現に、核融合特別委員会の幹事であった川崎栄一（日本大学理工学部）に対する書簡

の中で、彼は「B 計画積極派と消極派とをどう調和させればよいか、委員長としては大変頭が痛いので

すが、・・・」と記している[19]。これにより、核融合特別委員会の最初の任務は「学分裂」を起こしてし

まった「核融合研究者コミュニティの再構築」であったと位置づけることができる。この任務を果たす

ために、伏見は「B 計画」の賛成派と反対派を集めて、研究体制についての少人数事前相談会を設ける

ことを提案した。その後、川崎による参加者や日程の調整が行われた結果、1959 年 6 月 21 日に日本学
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術会議控室にて少人数事前相談会が開催された。同事前相談会には、B 計画賛成派として山本賢三、森

茂、宮本、B 計画反対派として福田信之と藤本陽一が出席し、伏見と川崎が立会人として同席した。な

お、これ以降の伏見と川崎の書簡のやり取りをたどると、この少人数事前相談会の場で川崎から「文部

省（現在の文部科学省）管轄の研究所を新設する」という提案が出されたことがうかがえる。 

1959 年 7 月 11 日開催の第 3 回核融合特別委員会において、川崎が「文部省研究所案」の内容を説明

してからは、これを具体化する方向へと話が進められていくことになった。なお、「文部省研究所案」が

提案された理由を考えてみると、「モノ」（装置）での議論で「A・B 計画論争」が起ってしまったため、

「モノ」を入れる「ハコ」（研究所）であれば、B計画の賛成派と反対派の双方から賛同を得やすいとい

うことに加えて、研究者の自主性の確保や基礎研究の段階であること、日本原子力研究所や原子力委員

会などに対する研究者の不信感、核融合専門部会での議論の推移も踏まえた形で、文部省管轄の研究所

が提案されたものと考えられる。 

 そして、第 8回核融合特別委員会（1959 年 10 月 18 日）の場で日本学術会議総会への提案「プラズマ

研究所の設立について」が作成された[20]。同提案の内容は「プラズマの科学を体系的に研究し、あわせ

て核融合制御の原理を探求し関連技術の開発の基礎を培養するために、文部省所管のプラズマ研究所を

設立する」ことを政府に勧告するというもので、 

  (1) 理論、基礎実験、高温プラズマの各部門から成り、それらの部門は相互に緊密に協力する。 

(2) 全国的な共同研究をたてまえとし、このため関連研究機関と密接な連絡をとり、研究者の自主

的運営の精神を具体化するための組織をもつ。 

(3) 基礎研究であるにも拘らず相当多額の経費を必要とし、なかでも超高温プラズマ発生装置の建

設維持には予算上特別な配慮が望まれる。 

という研究所の方針も同時に示された。この後、提案「プラズマ研究所の設立について」は 1959 年 10

月 23 日に開催された日本学術会議第 29回総会にて賛成多数で可決となり、政府に研究所の新設が勧告

された。その結果、最終的には 1961 年 4 月に名古屋大学付置の共同利用研究所としてプラズマ研究所

が発足し、初代所長には伏見が選出されることになった[21]。 

 

６．プラズマ研究所は「学融合」という役割を果たせたのか？：本報告のまとめに代えて 

 結局のところ、名古屋大学プラズマ研究所の創設は「A・B計画論争」で分裂してしまった研究者コミ

ュニティを「学融合」させるという目的があったと結論される。ただ、プラズマ研究所が「学融合」の

役割を果たせたのかというと、実際にはなかなか難しかったようである[22]。 

 例えば、プラズマ研究所発足後の 1961 年 11 月、伏見は外遊中に在米日本人研究者を訪問した際の様

子を日記の中で次のように記していた[23]： 

  ・・・7時に集合してもらって、食堂でまず食事、藤田（本稿筆者注：藤田順治）、吉川（本稿筆者

注：吉川庄一）、大河（本稿筆者注：大河千弘）、谷内（本稿筆者注：谷内俊弥）、伏見の 5人。おご

るといっても承知しない。食事後、伏見の部屋に移ってもらい、谷内の部屋から、椅子を動員して、

懇談会。色々の話の中で印象に残ったのは、B-計画をつぶされたことに対するうっぷんが残ってい

て、森（本稿筆者注：森茂）、大河あたりがプラ研から遠ざかっている点。 

また、このことについて、2011 年 3月に行ったインタビュー[24]の中で森は以下のように回想している。 

森：伏見先生が、そんなことを書いているという話なのですけれど、これは非常に大事なことなの

ですけれど、何かワイワイやっているうちにプラズマ研究所をつくろうということになったわけ

ですね。・・・要するに、核融合というのは、そう言っては申し訳ないけど、学問ではないわけで
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す。目的研究なのです。・・・そういうプラズマ研究所も悪くはないなとは思っていましたけれど

も。だから、距離を置いたわけではないのですけれども、基本的な考えが違うわけだから。運営

委員会はどういうわけだか、そういうＡ計画、Ｂ計画のころから、学術会議でいろいろなことを

やったのは、幹事なんてしていたものですから、嵯峨根先生や山本先生が引き立てたりしてくれ

たものだから。それで、Ａ計画もＢ計画も両方に、いろいろな意味で口を出したりなどしていた

わけです。 

これらのことから、発足当時のプラズマ研究所は「学融合」という役割を果たしきれなかったことがう

かがえる。そのため、今後の課題としては核融合研究者のコミュニティにおいて、「学融合」が実現でき

たのはどの段階なのか、換言すれば「A-B 計画論争」の核融合研究者コミュニティへの影響を「研究所」

や「学融合」という観点から明らかにすることが挙げられる。 

 

 最後に、文献史料の調査にご協力いただいた核融合科学研究所・核融合アーカイブ室、京都大学基礎

物理学研究所・湯川記念館史料室、高エネルギー加速器研究機構・KEK 史料室、名古屋大学理学研究科

物理学教室・坂田記念史料室、日本学術会議・図書館の関係者各位に御礼申し上げる。なお、本報告に

関わる調査・研究は、核融合科学研究所・一般共同研究（核融合科学学際研究）「名古屋大学プラズマ研

究所の創設に関わる歴史研究」（NIFS22KIIV001）および科学研究費補助事業・若手研究「『核融合懇談会』

から探る『研究者組織』発足のための要因に関する研究」（22K13030）の補助を受けて行ったものである。 
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全物協機関誌 

中山 正敏 

九大理名誉教授 

 

１．はじめに 

 全物協（全国物理科学生協議会；当時 ZBK と略称された）は、1950～60 年代にあった大学物理学科学

生による組織である。これに先行した都物懇（東京都物理科学生懇談会；TBK）については、2019 年度

の本研究会で報告した。その機関誌「TOBUTSUKON」は、核融合研のアーカイヴに保管されている。 

 全国的な学生組織については、1956 年度後半の「TOBUTSUKON]にいくつかの記事がある。東京では、

東京教育大の大槻義彦、江尻有郷らが中心であった、関西では京大の杉本大一郎、それに立命館大、神

戸大、奈良女子大の人たちがそれに呼応し、関物協（関西物理学生協議会；KKK）が結成された。両組織

を統合する全物協は、1957 年に東京理科大で結成大会を開いて発足した（研究会では 1959 年と述べた

が、それは間違い）。大会に続いて、都物懇の夏の学校が開かれ、全物協大会出席者も参加した。12 月

には、京都で冬の合宿が開かれた。会場は立命館大で湯川秀樹の講演があった。宿は、百万遍のお寺で

あった。これらによって、全物協の活動は軌道に乗った。 

２．機関誌「全物協」 

全物協の機関誌は 「全物協」というタイトルで

半年ごとに刊行された。最近、No.１（1957 年）

～No.９（1962 年）が、中村孔一氏によって提供

された。以下、その内容について紹介する。 

全物協の事務局は東京教育大に置かれ、そこで

編集された。印刷は外注し、薄い青緑色の表紙に

目次がある。一例として、1961 年 1 月刊行の No.6

の表紙を右に示す。目次の下に参加校のリストが

ある。これは初期のもので、1962 年には、次ペー

ジの図のようになった。1960 年代は、理工系大学

の拡充期であった。いわゆる新制大学でも、文理

学部からの理学部独立があった。また、新制大学

発足後 10 年以上となり、物理学科も充実してき

た。 

筆者は、郷里の九大に夏休みに行き、オルグ活

動をした。教授が同席していたが、米国大学の学

生部クラブの例をひいて、好意的であった。その

後九物協（QBK）が結成された。他の地域の状況

については、まだ資料は少ない。 
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「全物協」の内容については、 「TOBUTSUKON」によく似ている。物理についての勉強や紹介の記事、物

理学の歴史、社会的意義についての記事、各大学の紹介記事などである。1960 年代は、安保改定問題、

ベトナム戦争反対などの政治問題があり、それに関連して科学者論もさかんに行われた。 

No.6 にある大槻氏の報告は、Wien で開かれた世界学生平和友好祭に都物懇代表として参加した報告

である。都物懇、全物協のような活動をしている国はあまりなかったようである。この号の執筆者の堀

道子と郷信広は後に結婚した。 

3. 科学者運動論 

 60 年安保闘争の中で、都物懇はサロン的だという批判が高まり、科学者とは何か、いかに行動すべ

きかという議論が活発になった。この間の様子は、例えば中村禎里『危機に立つ科学者』にまとめら

れている。全物協の結成は、共産党の六全協路線に沿ったものである。アメリカの核実験には反対だ

が、ソ連、中国の核実験は良いのか、という議論が「全物協」に載っている。 

 より本質的には、科学者は労働者か？という議論がある。物理学科の拡充により、物理学者がエリ

ートとは言えない状況があった。むしろ研究現場の下働き、あるいは中間管理者となっていった。さ

らに、核兵器の開発を見れば、エリート物理学者といえども、その研究の成果は自らの手を離れたも

のとなる。そして自らの意志を裏切るものとさえなる。このように研究者は疎外されているという指

摘が「全物協」誌上にもみられる。これはもちろん、全国的な、また全科学分野の問題である。 

 1962 年にこの問題に関する理工系ゼミナールが開催され、それに向けて都物懇は討議資料を作っ

た。 
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1961 年夏には、長野県木崎湖で全物協夏の学校が開かれた。主体は学部学生であるが、筆者や森本英

樹などの OB も参加した。森本は、科学者の疎外状況は労働者一般の状況と同じであり、ストライキは

問題解決にはならないと「全物協」で指摘していた。それにもかかわらずに木崎湖へ来るのは、そう

しないと自分がだめになるからだと話し合った。 

 夏の学校は、「木崎湖声明」を出した。この声明は、いろいろな主張が混在したものである。「正常な

る科学技術の八端のために」という科学主義的なスローガンを掲げている。また、日本の軍事化につい

ての過大な憶測がある。しかし、よく言われる挫折感はない。 

理工系ゼミナールでは、黒田寛一の影響を受けた労働運動追随論、東大工学部院生などによる現代技

術史研究会の議論と都物懇―全物協の間で論戦があったようだ。議論は民主的に行われたようである。 
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4．終わりに 

 研究会の後、核融合研アーカイブ室で受け入れることもできるという意向をいただいた。まだ整理

が不十分だが、サトウフミタカ、坂東（中山）昌子、渕上信子・鈴木賢二論争など、興味ある文章が

ある。また、各大学紹介、京大の学科分属問題など、当時の状況を知る資料もある。これらの点で資

料的価値は十分にあると思われる。 

 廣井禎氏によれば、全物協夏の学校はかなり後まで続いたようである。木崎湖夏の学校参加者名簿

などの資料も見つかっている。各種の資料や回想を加えて、充実させたい。 
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なぜそのデータが活かされないのか？  

新型コロナパンデミックで感じた事:データ保存とその後世での活用 

 

加藤茂孝 

東京慈恵会医科大学・客員教授 

 

1.はじめに 

 自然科学に限らずアーカイブズの意義はどこにあるのかを考えると、それは英国の歴史家 E.H.

カーが「歴史とは何か」(1961)で述べた言葉 「歴史とは、現在と過去との間の不断の対話」に尽き

ると考えられる。現在の状況は過去の結果であり、現在を知るためには過去を学び分析しなければ

ならない。2019 年の末に始まった新型コロナ感染症（COVID-19）のパンデミックは、2024 年 2 月

の現在まで、重症性・致死率は減少したとはいえ、世界規模で未だに感染者が発生している。この

機会に、アーカイブズの観点から、新型コロナで必要だった重要な点を 2つ挙げて置きたい。 

 

2.その１．新型コロナで 1番欲しいデータ：ウイルスは最初どのようにヒトに入ったのか？ 

 現在ヒトに感染して病原性を持つコウモリのコロナウイルスは 7 種類が知られており、その内 3

種類が、重症の肺炎を起こす肺炎コロナウイルスである。興味深い事に、この 3種類のウイルスは

21 世紀に発見され、世界的なパンデミックを起こしたという共通項がある。それらの拡大と収束の

経過とそこで得られた教訓を挙げて、この第 1の質問への答えを考察したい。 

（1）SARS                

2002 年秋に、中国広東省広州市で重症の肺炎が発生しているとの情報があり、WHO は鳥インフル

エンザを疑い、中国政府に現地査察の希望を出したが、中国政府は断った。自分達で処理可能とい

う事が理由であったが、中国経済への悪影響を恐れたものと考えられている。結果的に、この査察

拒否で新しい感染症への対策が遅れて経済的には多大な損失を被った。終息後のアジア開発銀行の

試算ではアジア地域だけでも 3兆 4千億円の損失であった。この時の教訓①は、感染症の発生情報

の発信は早ければ早いほど良いという事である。対策が早く出来、結果的に損害を少なく出来るこ

とになり、極めて重要である。教訓②は、発生情報を入手する事である。この時、台湾は WHO に加

盟していないので(1 国 1 代表制度の国連機関では、中国の代表は北京政府であった)、SARS に関し

て全く情報がなく、世界全体の致死率 9.6%よりも高い 21.1%にまで上がった。台湾はこの結果を猛

反省して、積極的に情報収集体制を構築して、COVID-19 では武漢病院内での発生を一早く把握して

患者の台湾発生（入国）よりはるかに早く対応策を構築できた。教訓③は、感染症研究はネットワ

ークで行うべき事である。この SARS が未知の新しい感染症であることの発見は 2003 年にベトナム

のフレンチ病院での患者発生を観察治療した WHO 医官のイタリア人医師カルロ・ウルバニによるも

のであったが、彼自身が感染発症して、移送されたタイで死亡した。彼の臨床検体は米国の CDC に

運ばれてそこでウイルスが分離され遺伝子配列も完全決定された。日本はベトナムとは地理的に近

いし、JICA などがベトナムで技術協力もしていたのに、臨床検体が入手出来ず半年間全く SARS に

関するウイルス学的研究が出来なかった。当時 CDC にいた私は、CDC の活躍と日本の呆然自失した

様子から、感染症研究は国際ネットワークが必要であることを痛感して、朝日新聞に投稿した。私
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以外の日本人関係者や日本政府も当然この事を痛感していたので、2005 年から 10 年間の文部科学

省 「新興・再興感染症研究ネットワーク形成プログラム」がスタートする大きなきっかけになった。

この SARS はコウモリから、広州生鮮市場のハクビシンを経てヒトに感染し、その患者を診て自分

も感染した医師が結婚式で香港のホテルに宿泊して世界に広がったことが後の調査で明らかにな

っている。 

（2) MERS 

2012 年中東のサウジアラビアで、MERS が発生。これは後にコウモリからヒトコブラクダを経て

ヒトに感染したことが分かった。致死率は 34.3%と高いが感染率が低い事から主に中東にとどまっ

ている。図１に見る如く、2015 年に韓国に飛び火した。これは韓国人旅行者がサウジアラビアで感

染したが、カタールを経て （おそらく未発症で）帰国したためサウジアラビア出国者のみ検疫して

いた韓国での入国審査で発見されることなく、発症してから病因を知るためにいくつかの病院を回

ってやっと診断が確定した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1． 

 

病院を回っている間に MERS への警戒感が全く無かった各院内で感染が広がっていた。MERS は現

在でも中東ではわずかながら発生し続けている。この教訓①は、検疫は、発生国 1国のみにしぼる

のではなく、その周辺国を含む地域を対象に広く網を張ることが大切であるという事。教訓②は、

中東の病気がいきなり韓国に飛び火して国内はパニック状態になったが、確定診断にはウイルス遺

伝子の検出が重要でそれを測る逆転写 PCR の装置と技術者の育成が必要でありその体制の必要性

の認識であった。この痛い教訓で韓国は装置と技術者の確保を急ぎ、今回の COVID-19 では、発症

前に十分な準備が出来ていた。 

(3) COVID-19 

 2019 年末に中国河北省武漢市で発生。武漢中央病院の李文亮ら 8 名の医師が SARS に似た病気の

流行に気が付き SNS で注意を喚起しあったが、その喚起情報の周知を警察当局から厳重に禁止され
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た。李文亮医師は自らも感染して死亡した。情報発信禁止の約1月間で急速に国内に感染拡大した。

引き続いて未曽有の同時感染と同時不安が世界に拡大した。この背景には航空機の発達による大量

迅速な世界移動網と SNS などの迅速な情報発信網の完成が背景にある。このパンデミックの教訓①

は、政府対応の遅れである。SARS 発生時の感染症情報の発信は早ければ早いほど良いという教訓が

生かされていなかった。政府の過信が情報発信の遅れを産んだと思われる。教訓②は、国際機関で

ある WHO の対応の遅れである。2020 年に入ってから感染症による健康危機の警告を出すのが、1月

弱遅れて中国国内の拡大をもたらした。また、発生原因の現地査察を実施できず、2024 年２月現在

でも、武漢病毒研究所内への立ち入り検査が実行できないでいる。中国政府の権力増強と WHO の主

体的な弱体化である。しかし、政権は対応が遅れたのに反し、一方の科学者側は SARS の教訓を生

かし、即座にウイルスの遺伝子情報を公開し、その情報から製薬会社はワクチン製造を開始した。

病気の発見からワクチンの実用化まで僅か 10 か月というのは驚異的な速さであった。 

 ここで、最初の疑問、「ウイルスがどのようにヒトに入ったのか」とそれに対する可能性を図２に

整理しておきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2． 

 

 武漢病毒研究所は、SARS 以来、コウモリウイルス、特にコウモリコロナウイルスの蒐集と分析の

中心になっていた。SARS が終息後にコウモリから実際に SRAS ウイルスを見つけた事でも知られて

いる。研究所で研究していたウイルスが漏れ出たのかという疑いはあるが、COVID-19 ウイルスはま

だコウモリからは見つかってはいない。武漢生鮮市場やその周辺での患者発生は、その数の少なさ

から SARS の時のような発生の爆発性はなく否定的である。コウモリからヒトに入ったルートは未

だに謎であり、WHO の解明への指導力が望まれている。この研究所でコウモリウイルスの研究の中

心者である石正麗は、 「私たち人類社会において、都市化の拡大、集約的養殖などは生態環境を破壊

していると思います。これらの原因で、自然界で長期的に生存してきた野生動物に寄生するウイル

スが人類に移る機会を与えられているのです。ウイルスが私たちを攻撃したのではなく、人類の行
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為が原因で新型感染症が相次いで発生したと見ています」（ＡＦＰＢＢ 2020.8.28.） 

 

3．その２.データがなぜ活用されなかったのか 

（1）2009 年新型インフルエンザの総括が死蔵 

2021 年になって、自見英
はな

子参議院議員(小児科医)のインタビュー記事が掲載された。それによる

と、 「私は昨年のコロナ対応の初期に、厚生労働政務官を務めていました。あるとき官僚から書類を

渡されました。保健所がパンクする、地方自治体との関係が難しい ―― コロナ対策の課題が良く

まとまっていると思ったのですが、なんと新型インフルエンザ流行後に専門家の指摘を役所がまと

めた 10 年前の反省文でした。愕然としました。行政が、専門家の総括を受け止めてこなかったの

です。今の官僚は国会対応に追われ、人事異動も頻回で、その場しのぎになっている。志は高くて

も、疲れて、萎縮もしているのでしょう。気の毒です。」(2021.7.9.朝日新聞) 

 

（2）開発されたプログラムを見捨てていた 

死蔵されていたのは、10年前の反省文だけではなかった。患者データなどの集計をデジタル化し

て行うプログラムの作成でも起こっていて、さらに深刻な結果をもたらしていた。7 年かけてじっ

くりと開発してきた FFHS のシステムがあったのに、その存在が周知されておらず、慌てふためい

て患者集計の迅速化を目指し、極めて拙速にハーシスHER-SYSを導入して現場の労働量が増加して、

時間的にも間に合わなくて従来の手書きのファックス送信が 1 番早いという皮肉な結果を産んだ。

行きあたりばったりで長期展望や一貫性を持たない行政が行われ続けていたのが極めて残念であ

る(図３)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 

 
4.おわりに：記録を残そう：後世の為に 

E.H.カーの言う如くに過去と現在が不断の対話を行えるためには、将来に利用できるために今の

記録を整理して残していくことが前提である。学術会議もこの点を懸念して、2023 年 9 月 26 日に

「提言 新型コロナ感染症のパンデミックをめぐる資料、記録、記憶の保全と継承のために」を出
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している。この提言はその存在を知っている人が探さなければ一般の目には触れないので、委員の

一人であった飯島渉氏が「消えゆく新形コロナの記憶『社会の記録』保存早急に」を投稿している

（2024.1.26.朝日新聞 私の視点）。そこで、強調されているのは、「何を、誰が、どう残すか」と

「意図的に残す」ことである。 

 アーカイブスの観点から 2点についてのみ新型コロナの教訓を総括した。何とかして、その一部

でも実現したいものである。 
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核融合研究開発に生涯をかけた森茂の志 

 

松田慎三郎 

（公財）輔仁会明倫学舎 

 

１． はじめに 

筆者が新卒で原研に就職したとき森茂さんは直接の上司であったが、その後も何らかの師弟の関係

は森茂さんが副理事長を退官するまで続いた。また筆者は退官後、原研核融合の創始者である山本賢

三先生や森茂さんが残された資料をアーカイブズ資料として整理・登録した。 

これら直接対話および資料を通して森茂さんが何を目指し、どのような方法で半世紀にわたる核融

合のプロジェクトを立上げ、日本の核融合研究開発を牽引していったかを深く知ることとなった。 

そこには強い信念、大きな「志」を感じることができる。 

 

２． 何故この研究会で話をしたいと思うようになったか？ 

文科省科学技術・学術政策研究所の科学技術指標 2023 には世界の国々の研究者が発表する科学論文

の中で注目度が高いトップ 10％の科学論文の数が示されている。20 年前は 1 位の米国から英、独、と

続き、そのあと日本が 4 位であった。それが 2023 年度には 1 位に中国が躍り出て、そのあと米、英、

独、伊と続き、日本はと言えば韓国より下の 13位とある。トップ 10に選ばれた論文数は人口比を考え

ても中国より低く、また人口が日本より低い、英、独、伊、などに比べても少なく、過去最低とある。

ところがもっと驚いたのは研究開発費も研究者数もともに世界第 3 位、論文数も 5位とある。 

これは何故かを考えると、開発費も研究者数もそして研究の成果である論文数もほどほどにはあるの

に、その質が低下したことを意味していることに他ならない。 

論文だけにとどまらず、先端技術についても凋落は著しい。いつの間にこうなってしまったか、短期

的成果を求めることが学術界においても民間企業においても大きな目標を目指す人材を輩出しにくい

世相を作り出しているのではないか、これまで政府が進めてきた教育・科学技術・人材育成に関わる改

革の成果がこれなのか？ 制度改革の抜本的見直しが必要ではないか、しかも急いで着手しないと凋落

に歯止めがかからないと思える。志を持つ人を生み出さないのは社会全体の問題であろう。 

かかる問題をアーカイブズから森茂さんの歩んだ道を弾き出して考えてみたい。 

 

3. 森茂・森一久兄弟の家族と広島での被ばく 

 森茂さんは東大理学部物理宮本梧楼研究室出身で、原研に移り核融合研究推進の道を、また弟の森一

久さんは京大理学部物理湯川研究室出身で出版社を経て原子力産業会議に入り、原子力の健全な普及に

尽力した。このことは良く知られている。しかし、森兄弟のご家族が 1945 年 8 月 6 日広島で被爆し、

父母を始め 5 人が無くなられたこと、また一久さん自身も被ばくし、九死に一生を経ていることなど、

森一家の悲劇については一久さんのオーラル・ヒストリーが 2008 年に刊行される以前に知っていた人

は殆どいない。その後、一久さんは福島第一原発事故の 1年前、2010 年に肺炎のため亡くなられた。森

茂さんは 2018 年、8月 6日に肺炎のため亡くなられた。 

 2011 年筆者は原子力機構を退職し、東工大に身を置きながら那珂研究所で山本賢三先生や森茂さんの

残した資料のアーカイブズ化のための整理・登録作業を始めた。この作業を進めながら筆者が懐いた疑
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問は「被ばく者でありながら何故、お二人が揃って核エネルギーに背を向けずに核融合の開発と原子力

発電の推進に生涯を捧げることになったか」というものであった。 

  

4. 原研での核融合研究の立ち上げ 

 1961 年、森茂さんは東大から原研に移り核融合の研究班のリーダーとなった。これが原研における核

融合研究の始まりである。1969 年まで研究班の人数は 7 人であったが、この年に原子力特定総合研究

（第 1 段階核融合研究開発基本計画）が認められ、JFT-1 という内部導体系環状（ドーナツ状）実験装

置での実験が始められた。研究者の人数も増え始め、私は 8人目の職員となった。ようやく大学の 1研

究室の研究規模から抜け出し始めた。そして研究の進展に伴って実験装置の規模も拡大し、1972 年には

JFT-2 という ITER と同じ部類の環状トカマク装置を建設し、世界の中の 1研究所となった。 

 核融合反応を起こすには、真空容器の中で重水素とトリチウムの混合ガスを完全電離させ、高い密度

のプラズマを核融合反応が起きる数億度の温度にまで高め、強力な磁場によって容器の壁から浮かせて

保持しなければならない。この目標に向かって進められる研究開発は段階を経て達成できるものであり、

国の計画として認められた各段階の中核実験装置はこれまでに例がない技術開発を集積したものであ

る。これには数十年にわたる長期的研究開発が予見され、若い研究者の継続的育成が不可欠との考えか

ら大学院在席中の院生を一定期間（1～3年）原研で預かり、原研の研究者と同じ環境で世界的な研究の

前線に携わる機会を与えた。この制度により育成された人材はその後に大学の教官や原研の職員となっ

て指導的役割を果たした。 

 

5. 世界の一員となる日本の核融合へ 

 核融合の研究は世界を相手とする競争であった。約 10年～15 年にわたる中小規模の研究から 1980 年

代には臨界プラズマ条件（核融合のためのプラズマへの入力と同じだけ核融合反応出力が生まれる）を

目指して世界で米国、欧州、ソ連、日本が４大トカマク計画という大型装置計画を進めた。日本では JT-

60 計画として進められ、森茂さんはその司令塔であった。JT-60 計画が進められる 10 年前までは原研

全体の予算は年間 100 億円足らずであったが。JT-60 建設期には核融合だけで年間 370 億円を超える規

模となった。研究所のサイト取得・整備費や超高圧受電設備なども含めて 2000 億円を超えるこのよう

な大型計画が国によって認められるためには技術的な可能性を示すだけでは駄目で、国民の理解・賛同

を欠くことはできず、米国から呼び寄せた吉川允二さんに技術面のリーダーを任せ、森さん自らは山本

賢三理事とともに民間、政界、官僚の理解と信頼を得ることに奔走した。 

そして JT-60 の製作開始と同時に自らは国際の場に身を置き、国際協力で次の段階である核融合実験

炉を国際原子力機関 IAEA の下でチームを組織し設計を立ち上げた。これは INTOR 計画と呼ばれ、毎年

数回、約 40名の専門家が IAEA に集まってワークショップを開催し設計を進めていった。この活動は４

大トカマクの実験などと並行して進められ、核融合炉の設計手法が確立されていった。これが 1988 年

に米、ソ、EU、日の 4極で開始した国際トカマク炉 ITER の基礎となった。 

 そして森茂さんは国際協力で ITERの概念設計活動が始まるとITER理事会で日本政府代表の一員とし

てスムーズな立ち上がりを見届けると、核融合から身を引いた。 

 その後、ITER は開始時の 4極に加えて、中国、韓国、インドが新たに参加し、7極（35か国）で進め

られ、現在南フランスのサン・ポール・レ・デュランスで建設たけなわの状態である（図１）。 
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5. 森茂さんが果たした役割 

 1970 年代までは殆どの核融合研究者はプラズマ物理に興味を持って核融合に参入してきたが、森茂

さんはもともとは物理屋でありながら、核融合炉を作りたいという大きな目標をもって原研に移籍して

きた。そしてプラズマの物理だけ解明されても核融合炉はできないと早くから考えていた。このことは

彼が手掛けてきた数々の施策を並べてみると理解しやすい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ITER は南仏のエキサン・プロバンス近郊サン・ポール・レ・デュランスに建設中である。写真
は外径約 30ｍのクライオスタットとよばれる断熱容器の中で超電導 TF コイル 2 個と真空容器の 1 セ
クターを 1 セットとして吊り下げて組み立てが開始された ITER。 

図 2 森茂さんが研究進展に

合わせて進めてきたマネージ

メントを振り返って図式化す

るとこのようになるのではな

いか。 
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 図２はこれを説明するものである。予めこのようなパターンがあったわけでは無く、研究開発の状況

に応じて考え、森さんが切り拓いてきたマネージメントの構造である。 

森茂さんの目標とするものは原研核融合が飛躍するきっかけとなった JFT-1 の実験開始の翌 1970 年

には最終目標である核融合炉の設計検討を始めたことに端的に表れている。海のものとも山のものとも

わからないときに、雲の向こうのお城を探すようなものである。3 か月かけた検討会の結果は報告書に

纏められたが、活動への参加者や核融合関係者が最終目標の装置がどのようなものであるかを具体的な

姿で見ることができ、また各工学分野の研究が向かうべき方向性（ベクトル）を各自に決めさせたよう

に思える。とくに炉の開発に必須の課題でありながらそれまで真剣に考えられていなかった炉工学技術

の開発分野を特定し、原研の中で組織を次々に作っていった。そして課題ごとにリーダーとなる人材を

見出して組織化すると、その研究組織の運営についてはリーダーを信頼して任せた。また、人材は大学

や企業など日本全体から求めるとともに、特別研究員制度を設けて若手の育成に尽力した。 

一方研究開発の規模の増大に伴って予算の確保が重要であることから、森茂さんは民間や政治の支援

を求めて駆け回り、研究者は研究開発を主体に活動できるような環境を作っていった。また、これらを

支える事務方も優秀で活動支援範囲も広かった。役所の概算要求ヒヤリングの場では研究のリーダーら

が担当官に一度だけ直接説明をする場が設けられたが、その後の役所との折衝のほとんどを事務方が仕

切り、研究者は開発に専念することができた。  

 これらの活動をとおしてみられる森茂さんの行動規範は「核融合炉をつくりたい」という、一貫して

変わらぬ「志」ではなかったかと思う。 

 そして一家で5人を原爆で亡くし、ご遺体さえ探しきれなかった、やりきれない悲しみを抱えながら、

兄弟が揃って反原子力に向かわずに、資源が乏しい日本にとって核エネルギーを平和目的で安全に使え

るものにしたいという強い信念から出てきたものと考える。 

 

 原研に入って数年後の半世紀前に(デタントになっても世界で紛争はなかなか無くならないですね、

という筆者の問いかけに対して)森茂さんは「戦争は無いに越したことは無いけれど、なかなかなくな

りませんよ、人間の業みたいなものだから」と諭すように答えられたが、その言葉が今、世界のあちこ

ちで紛争が起き、戦争へと拡大しつつある不安定な状況と照らして深く考えさせられている。 
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原子力開発に生涯をかけた森一久氏の遺した資料 

木村一枝 

核融合科学研究所アーカイブ室 

 

1.はじめに 

 核融合科学研究所アーカイブ室は日本における核融合研究の黎明期からの資料を収集・整理・保管・

公開している。資料の重要性を認識して収集を提唱した早川幸男氏、名古屋大学プラズマ研究所初代所

長伏見康治氏をはじめ多くの核融合研究者 ・共同研究者たちから寄贈された資料およそ 28,500 点(2024

年 4 月現在)、核融合アーカイブズ NIFS FSA (National Institute for Fusion Science, Fusion Science 

Archives)として IDをつけて目録を作成している。 

2021 年、長年日本原子力産業会議 （現日本原子力産業協会）で原子力開発の理想を追い求めた森一久

氏 （1926−2010）の資料が夫人の禮子氏から核融合アーカイブ室に寄贈された。アーカイブ室には、すで

に伏見康治氏の原子力関係資料が保管されている。それらは伏見氏が戦後間もなく日本も原子力の研究

をするべきだと日本学術会議に提案したころの資料と国の原子力政策関係のものが中心である。一方、

森氏の資料は原子力産業界、一般社会関係が多い。両氏の所属していた分野を補完し合って充実した原

子力関係資料群が整いつつある。また、日本における核融合研究の始まりは 1960 年前後であるが、その

前史を理解するのにも有用な資料群である。 

本稿では、森一久氏の仕事を概観し、遺された資料が読まれるのを期待して、資料としての特徴を報

告したい  

 

２.森一久氏の資料の貴重さが見出される 

ここで森一久氏が遺した資料というのは、長年在籍した日本原子力産業会議に保管されていたわけで

はなく、藤沢市の自宅資料室の棚に置かれていたものである。原子力関係者からは森氏の資料を残す話

はなかったようで、京大湯川研究室の同窓生有志が世に出そうと行動を起こさなければ未だ自宅の棚に

眠っていたかもしれない。 

「森茂・一久エネルギー開発に生涯をかけた兄弟」 （１）の兄茂氏は核融合研究者として世界の第一線で

活躍した。弟一久氏は、大学卒業後中央公論社の科学雑誌「自然」の編集部に８年間勤めたが、最終的

には 30 歳から原子力産業界で仕事をした。科学ジャーナリストとして誰よりも早く原子力に関する科

学的事実や外国からの情報を大量に得ていたこと、自由に原子力の在り方について勉強できたことが背

中を押して、また、京大理学部物理学科の湯川研究室で学び、他の人よりは原子力についての専門家だ

という使命感があったと思われるが、ライフワークとして原子力の仕事をするというのは、広島で被爆

を経験した人としては運命的な生涯を送ることになる。 

日本原子力産業会議 （以下 原産と略称）の創設に際し、その基本姿勢に、原子力の平和利用に徹し国

民の立場に立った原子力政策を掲げることに努めた。そして原子力は、その将来のメリットだけでなく

危険性を解析して事実を隠すことなく説明し事前の対策を講じる姿勢が重要であると考え、原産での事

業を具体化していった。次第に政府や産業界が経済性優先の施策を取るようになっても一久氏がそれに

流されることなく理想を求める姿勢は変わらなかった。しかし原産そのものは積極的に原子力を推進す
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る組織であり、森氏の経済性優先に反対する姿勢は理解されにくかった。 

従って一久氏の資料は単なる原子力産業の開発推進の記録だけではなく、原子力開発の課題に対する

自らの意見や実際の活動の記録が多く含まれている。2010 年に亡くなった後資料は自宅に置かれたまま

になっていたが、2011 年の福島原発事故後、その資料の重要性に気づいたのは湯川研究室同門で少し後

輩の物理学者菅野礼司大阪市立大学名誉教授だった。菅野氏は森氏が原子力の平和利用に使命感を持ち、

私利私欲を離れて信念に基づいて原子力に携わっていたのを知っていたので、湯川研の門下生や森氏の

関係者に呼びかけ、森一久氏の資料を纏めることにした。６人の編集委員会が組織されハードカバーの

「原子力とともに半世紀 森一久論説・資料目録」 （２）を刊行した。この資料目録のデータが京都大学基

礎物理学研究所から WEB 公開された。 

「森茂・一久 エネルギー開発に生涯をかけた兄弟」の執筆で、森一久氏について調べていた私は、WEB

検索で 215 ページに及ぶこの 「資料目録」に出会った。「森一久氏の遺した資料を保存するにあたり」と

題したまえがきで、何故森氏の資料が重要なのかを述べた後、最後に菅野氏はこう記している。「私たち

の非力ゆえにエネルギーと時間が足りず、残念ながら、取りあえず資料の散逸と破損を防ぐべくこのよ

うな形式で目録の作成と整理に止めざるをえなかった。後日に科学史家が日本の原子力史を編纂する上

で、これらの資料がそのお役に立てば幸いである。この生資料を今後とも永く保管することが望まれる。

その保存に協力して下さる施設があるならばご連絡頂きたい」 （３） 資料は年次別と事項別の二種類のリ

ストにまとめてあり、どれほどエネルギーを集中させて大変な作業を短時間に行なったかは常々目録作

成で苦労している私には容易に想像できた。この作業を通じて一次史料に基づく日本原子力政策史を構

築し、現在の資源・エネルギー問題への歴史的知見を提供することを目指す。しかも保管してくれる施

設がない！ この菅野氏の言葉を読み、これは核融合科学研究所アーカイブ室で保管するべく必然的に

出会ってしまった資料目録だと思わざるを得なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   1989 年 日本原子力産業会議時代 

 

３. 原子力開発の仕事を選ぶまで 

 1945 年広島に原爆が落とされる前年の 9 月、森一久氏は京都帝国大学物理学科湯川研究室に入った。

戦争で高校は 2年半に短縮されて 9月に大学入学したのだ。終戦の年は戦争が激しくなって東京も大阪

も空襲で壊滅状態になり、地方都市も次々空襲に見舞われるようになった。一久氏の父は広島市内で開

業していた産科医だったが、当時医師は疎開禁止だったため、年老いた両親を心配して、東大理学部に
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在学中の兄茂氏と相談して交代で帰郷することにした。いざ空襲という時は、両親を連れて逃げるつも

りだったそうだ。8月 3日にまず一久氏が広島に帰った。 

 8 月 6 日の被爆体験の詳細は「ヒロシマ体験の記」（４）に譲るとして、原爆によって、父（68 歳）母

（62歳）、長兄（48 歳）その妻（42歳）その長女（13 歳）を失った。本人は奇跡的に助かったものの原

爆症による長い闘病生活を経て大学に戻ったのはほぼ一年後だった。白血球が 700 まで少なくなったの

は被爆した市内を兄茂氏と一緒に母、兄の妻、姪の３人を３週間探し歩いたためだ。結局、徒労に終わ

った行方不明の肉親探しはいつまでも心の傷となって癒えることが無かった。 

 大学は優秀な成績で卒業したが、家の経済事情も一変したため、大学院に進むことなく恩師湯川教授

の紹介で中央公論社に入った。 「自然」の編集部で原子力に関する海外からの情報が増え出し、日本でも

原子力開発の動きが政財界に急速に広がった。そうした動きに危惧を感じた一久氏は、とにかく原子力

について知らなければならないと感じ、大学の助手クラスの人たちに呼びかけて原子力に賛成の人も反

対の人も交えて「原子力談話会」を組織し合宿をして勉強した。 

1951 年サンフランシスコ講和条約により、日本は独立国としての主権を回復していたが、国家経済は、

まだその再建途上にあった。電気事業は国家経済の興隆と国民生活の安定に直接関係する公益事業なの

で、事業経営者と消費者の利益保護の調和を得るために、1952 年、財界、電力界、産業界を束ねて財団

法人電力経済研究所が設立された。1954 年には政府は原子力の利用を促進させようと初の原子力予算 2

億 3,500 万円を成立させている。電力経済研究所は 「日本も被爆国といえども原子力平和利用を早急に

始めるべきである」と原子力産業利用促進について建議し、新聞にも声明を出した。森氏は原子力談話

会の仲間である服部学 （５）、大塚益比古 （６）と「これは時期尚早である」と考え異議申し立ての行動を取

ることにした。東京駅前の赤煉瓦の仲十二号館にある電力経済研究所を訪ねて抗議したが、逆に 「原子

力をちゃんとやらなければならないという考えは同じなのだから、中に入ってきちんとやってはどうか」

と説得されてしまった。中央公論社はすぐ近くの丸ビルにあったので、毎日夕方から翻訳を直してあげ

たりしているうちに、やがて原子力の進むべき方向に間違いのないように原子力界の中で見届けなけれ

ばならないと考えるようになった。 

1955 年ごろ中央公論社「自然」編集部時代 

４．日本原子力産業会議での仕事 

 1956 年 1 月に原子力委員会が設置され、委員長の正力松太郎氏は民間団体もそれぞれが原子力の調査

研究をするのではなく統一するようにと要請した。経団連、電力経済研究所、電源開発、電力中央研究
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所、電力会社などの原子力調査・研究部門が統合されて日本原子力産業会議が 1956 年 3月に発足した。 

 原産の活動は委員会制で原子力開発促進のために必要な意見書や要望書を政府はじめ関係方面に出

した。それらの委員会とは原子力法制委員会、放射性同位元素委員会、経済委員会、総合エネルギー委

員会、原子動力委員会などでメンバーは大学の研究者や電力会社の社長、社員さまざまであった。森氏

はこれら全部の委員会に関わった。特に、原子力損害賠償制度の法律制定は象徴的な活動だった。まだ

自動車の賠償保険制度もなかった時代に新しく原子力損害賠償制度の法整備をするために原子炉災害

の調査を科技庁から委託された。1959 年原産初の受託調査「大型原子炉事故の理論的可能性と公衆損害

に関する試算」本文・付録で 224 ページの報告書を作成した。大規模な原子力災害がもたらす公衆被害

は一企業の賠償能力を越す可能性があり、その分は国家が補償しなければならないという報告は画期的

である。 

 原産が出資者あるいは取りまとめ役として中立的、公正に仕事を遂行できる組織として公益法人をい

くつか設立している。原子力安全研究協会、（財）日本原子力文化振興財団、（財）温水養魚開発協会、

（財）海洋生物環境研究所、（財）核物質管理センターなど原産の活動を通して必要になった組織であ

る。 

 原産が提案して日米原子力産業合同会議を開催（1957 年）、英文月刊誌 “Atoms in Japan”を発行

して海外に発信し、IAEA を始め、ユーラトム（欧州原子力共同体）、フォーラトム（欧州原子力会議）、

欧米各国、ソ連、中国、アジア各国との原子力協力に努めた。森一久氏はフランスからグラン・ド・シ

ュバリエ・ド・ロード・デ・メリット勲章を（1971 年）、韓国から大韓民国国民勲章柘榴章」を（1997

年）受賞した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1971 年 フランスから グラン・ド・シュバリエ・ド・ロード・デ・メリット勲章受章 

 

５．核融合アーカイブズに保管された森一久氏資料のその後 

 （その１）資料の分類 

核融合アーカイブズに保管された森氏資料は核融合アーカイブズの ID を付ける作業を行なっている

が、 「原子力とともに半世紀 森一久論説・資料目録」の資料番号をそのまま記録に残しているので利用

者に不便はかからない。「原子力とともに半世紀 森一久論説・資料目録」の編集者たちの分類による事

項別リストは以下のとおりである。 
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原稿、メモ、議事録、書簡、記録、資料、報告書、ニュース、など 

事項 件数  事項 件数 

生い立ち 経歴 73  エネルギー問題 42 

中央公論社時代 43  地球温暖化 14 

原子力 347  NERIC Nuclear and Energy-Related 
Information Center 

6 

原子炉 136  UCN 会： Union of Unconcerned 52 

原子力談話会 18  動力炉・核燃料開発事業団 46 

原子力基本法 6  アイソトープ協会 18 

原子炉事故 39  科学技術庁 23 

原子炉の安全性 63  日本学術会議 7 

原子力船 40  文部科学省・文部省 6 

核燃料サイクル 48  原子力委員会 49 

使用済み核燃料 61  原子力安全委員会 5 

核兵器 116  湯川秀樹 14 

原子力平和利用 48  パグウオッシュ会議 9 

核廃絶 25  国際原子力協力 261 

核拡散防止条約 17  英語の手紙 76 

電源開発株式会社 10  東京 12 チャンネル 14 

日本原子力発電株式会社 15  教育 26 

電力経済研究所 10  囲碁 16 

原子力研究所 40  仏教 43 

原子力産業会議 355  癌 28 

原子燃料公社 3  その他 231 

 

蔵書 

書籍の分類 冊数  書籍の分類 冊数 

原子力 67  年鑑 28 

エネルギー資源 11  核兵器 44 

原子・核・素粒子物理 23  雑誌 82 

思想・哲学 11  各種資料 47 

 

 （その２）森一久氏資料の利用 

 核融合アーカイブズにとっては幸いなことに科学史の分野だけでなく、人文科学の視点での歴史研究

や近現代日本の研究資源という観点からの森氏資料へのアプローチがあり、利用の広がりが期待される。 

2022 年〜2023 年度、京都大学人文科学研究所の小堀聡氏をリーダーとするチームから核融合科学研

究所共同研究に応募があり森一久氏資料に基づく研究課題 「日本における原子力開発利用政策の歴史研

究」の研究が行われ、資料の分析が進んでいる。資料を概観しての特徴についてコメントを求めたとこ

ろ、注目しているポイントとして次のような箇所を挙げた。 
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森資料のうち特に注目しているポイント： 

①科学運動に関する資料（原子力談話会） 

②電源三法の制定過程など立地対策に関する資料 

③原子力委員会の組織改編に関する資料（原子力安全委員会の設置） 

④エネルギー政策立案に関する資料 

⑤原子力の安全性論争に関する資料 

⑥日本原子力産業会議の海外視察や年次大会での配布資料（ソ連・中国への視察など） 

⑦原子力と地球温暖化対策に関する資料 

※原子力史からはやや離れるが，森が関わった東京 12 チャンネルの経営・番組編成に関する書類や関

連書簡も，戦後メディア史に関する貴重な資料 

  

また、小堀氏は京都大学人文科学研究所の共同研究でも次のような視点で森資料の分析を行っている。 

 研究タイトルは「今現代日本の研究資源に関する基礎的研究」で 2022〜2025 年度継続する。人文研の

研究資源だけでなく他機関の資料も精力的に整理・公開し、人文研が共同利用拠点、共同研究拠点とし

て研究資源情報の共有や整理公開作業の協働化を推し進めたい意向である。森氏資料が研究資源として

意味ある資料として評価され少しでも多くの研究者の役に立てるのであれば、また、共同研究のネット

ワークが広がるのであれば望ましい方向であろう。 

 森資料を通して研究したいチームメンバーの関心テーマは次のような項目である。 

・原子力開発政策 

    ・戦後の科学者運動：都物懇の資料と森資料の科学者運動関係資料に関心あり 

     ・原子力発電と社会運動：原子力発電の誘致や反対運動に、戦前来の社会運動家がどう関わった 

   のかに関心 

    ・原子力と地球温暖化対策：1980 年代後半以降の森資料に関心あり 

人文研の研究者たちは、「この作業を通じて一次史料に基づく日本原子力政策史を構築し、現在の資源・

エネルギー問題への歴史的知見を提供することを目指す」という目標を設定しているので、核融合アー

カイブズとしては、この共同研究を期待するとともにできるだけの協力をしたい。 

 
６．あとがき 

 森氏の書かれたものには 「人類が原子力を利用するには大きな精神的な変革を必要とする。それは地

動説の時よりもっと大変な精神革命が必要だ」という表現がよく出てくる。「コペルニクスやガリレオ

の地動説が世に出た時、人々は受け入れることができないで宗教裁判をして不都合な人を抹殺しようと

した。それまでの人間の宗教感、世界観が根本から覆され、ようやく 「ルネッサンス」を経て初めて科

学文明が定着した。原子力の利用も人間が荒廃した精神のままではダメで、精神的な革命が起こらなけ

れば、すなわち、ルネサンスが起こらなければ原子力を利用する資格がない。」と強調される。森氏は原

子力を推進する立場にいながら、経済的観念のみで物事を考えるのではなく、安全のための規制を考え

ていたので、精神の休まる時がなかったかもしれない。 

 物理の解る相手には、地球の地殻の元素の存在比で、ウランとトリウムの存在比率が多いことを話し、

それは神の配剤ではないか、神が「人類は、品格高くこの難しいエネルギーを使いこなせるかな？」と

問うているようだと話していたらしい。論理的で分かりやすい。 

 原子力に関する種々の場で、これらの資料が有効に利用されれば幸いである。 
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『註』 

（１）「森茂・一久エネルギー開発に生涯をかけた兄弟」NIFS-MEMO−91 松田慎三郎 木村一枝 

（２）「原子力とともに半世紀 森一久論説・資料目録」森一久資料編集会 2015 

（３）同上 まえがき pp.７−９

（４）「森一久（元日本原子力産業会議副会長）オーラルヒストリー」付録１ 

近代日本史料研究会 2008 

（５）服部学（1926―2012）東大 立教大学原子力研究所所長 核廃絶運動、原水爆禁止運動

（６）大塚益比古（1928―2011）阪大 電源開発株式会社、エネルギー総合工学研究所長

核軍縮研究、核廃絶運動

『参考文献』 

（１） 伊藤隆 「森一久（元日本原子力産業会議副会長）オーラルヒストリー」

近代日本史料研究会 2008

（２） 森一久 「原産 半世紀のカレンダー 平和利用の理想像を求めて」 日本原子力産業会議 2002

（３） 森一久 「原子力にルネサンスを」歴史からの未来へのカギ エネルギー政策を考える会 1996 
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極地研アーカイブズと南極 OB 会 

神田啓史 

国立極地研究所 

１．はじめに

国立極地研究所（極地研）は日本の極地研究の中核機関として設立され、昨年の 9 月

29 日に創立 50 周年を迎えた。今日、極地研のアーカイブズ事業は益々、重要になって

きているが、若手職員の関心は薄く、極地研の職員だけでは対応しきれないのが現状で、

今後もこの状態が続いていくと思われる。

アーカイブズ活動を考える上で、南極観測を取り巻く種々の機関や南極観測隊を出し

ている会社組織等が担う役割は無視できなくなってきた。中でも南極 OB 会は任意団体

であり、組織的には極地研とは関係しないが、（公財）日本極地研究振興会と共に、相

互に協力しあっている。本日は南極 OB 会のアーカイブズ活動について紹介したい。 

２．南極 OB 会の設置と役割 
南極 OB 会は極点旅行に成功した村山雅美氏の呼びかけで、2004 年 11 月 7 日に発

足し、今日までに 20 年を経過している。南極の経験者は現在までに約 3,500 人を超え

ているが、南極 OB は会の活動の趣旨に賛同してくれる者による通信費を財源として運

営している団体である。

会の目的は会員相互の親睦を図り、南極に関する知識の普及活動を行い、南極事業の

発展に寄与することである。そのための活動は観測隊の壮行会、ミッドウインター祭等

の開催、南極 OB 会会報「南極」の発行、「南極の歴史」講話会、講師派遣、アーカイ

ブズ事業、支部組織との連携、会員・会友の名簿管理等である。

広報誌としての会報「南極」は今年の 2024 年 1 月に 50 号が発行され、会員相互の

情報交換の場となっている。これらの情報を共有するためには会員の名簿管理が必要に

なってくる。10 数年前までは極地研が中心になって隊員名簿を発行していたが、今は

個人情報保護の観点から極地研は現役隊員や候補隊員の情報があるだけで観測隊名簿

の管理をしていない。一方、南極 OB 会には古くから南極事業に関わった会員の参加が

多く、名簿の情報は必須である。観測隊が何次隊に、どの機関から、どの分野で参加し

たのかを知ることができるばかりではなく、講演会などの事業案内、講師の派遣、アー

カイブズ資料の受入、また、物故者の把握には名簿管理は重要である。現在は個人情報
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の保護を尊重し、南極観測事業という目的以外には使用しないという取り決めによって、

隊員名簿の作成と連絡先などの情報などを管理することができている。

３．南極 OB 会のアーカイブ活動 
南極 OB 会にはアーカイブズに関連した事業として、大きく二つがある。 

一つは南極 OB 会に設立当初からあるアーカイブズ活動である。南極 OB 会は会報や

ホームページ等によって、アーカイブズ資料の受入を呼び掛けている。受入対象資料は

記録資料（計画書、報告書、一般メモ、各種事業実施記録文書類）、学術・設営資料、地

図、設計図、ノート、スケッチ、音声テープ・映像資料（写真、ネガ、スライド、映画

フイルム、DVD）などである。資料の受入が決まると、一次処理として資料の仕分け、

廃棄等を行う。整理された資料は極地研アーカイブ室との取り決めにより、極地研のア

ーカイブ委員会で審議して、アーカイブ室に収納、保管、管理される。南極 OB 会とし

ては OB 会が設立されてから十数年来、毎年、総会で受入資料リストと画像が紹介され、

承認されるというプロセスを経ている。

もう一つは「南極の歴史」講話会の運営である。南極 OB 会が設立されてから 5 年目

の 2009 年 3 月 14 日に、第一回講話会が開催された。その時の演題は南極点到達 40 周

年記念「南極点への道」であった。実際に宗谷時代などに南極の歴史を作ってきた人た

ちがその経験を語り、それを南極観測の歴史として記録しておこうというものである。

講話会は 2024 年 3 月 30 日に予定されている第 39 回目でちょうど 15 年目を迎える。 

講演者が歴史的な事実を語った声と映像は録画され、一般公開されている。現在は南

極 OB 会のホームページ（http://www.jare.org/）でまとめて配信されている。もちろん、

ユーチューブのサイトから演題、講演者を指定して検索すれば、目的の講演が視聴でき

る。第１回から現在までに、「南極の歴史」講話会と銘打った講演だけでも 75 名、他に

南極観測 50 周年、60 周年記念講演、観測隊の壮行記念講演、ミッドウインター祭記念

講演などを含めると優に、100 名を超えている。これらの講演はアーカイブズの中では

オーラルヒストリーとしても価値がある。

極地研は南極・北極科学館を運営し、全国の科学館、博物館との協力関係を強化して

いるが、南極の歴史を物語るアーカイブズの収集とその当時の証人の語らいの記録はま

た、後世に計り知れない価値を生み出すであろう。
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国立天文台・歴史的写真乾板ワーキンググループの活動と成果 

栁澤顕史 1、古荘玲子 2、根本しおみ 1、春日敏測 1、土屋智恵 1、石村周平 1、 

大島紀夫 1、佐々木五郎 1、中桐正夫 1、長山省吾 1、縣 秀彦 1、渡部潤一 1 

1:国立天文台、2:都留文科大 

１．はじめに 

 写真乾板は 1800 年代後半から 1900 年代後半の 100 年間にわたって活用されてきた。全世界で蓄積

された写真乾板は 1000 万枚と見積もられている[1]。これらの資源を活用すれば、近年のデジタル観

測だけでは不可能な長期にわたる天体の時間変化（一過性、進化的、反復的）を調べることができる。

国際天文学連合は、これらの再現不可能な研究資源がもつ重要性に鑑み、写真乾板（を含むアナログ

データ）と関連記録の保存、電子化に集中して取り組むことを勧告している。世界各地の天文学研究

施設では、呼応するように乾板の保存と公開[2-4]を進めている。国立天文台は、前身である東京大学・

東京天文台時代に、国内光学観測施設で撮りためた写真乾板を 3万枚余り所有している。国立天文台・

歴史的写真乾板ワーキンググループ（代表：渡部潤一・上席教授）は、これらの写真乾板の保存と活

用を目的とした活動を行ってきた。本稿ではその活動内容と成果について報告する。 

２．東京天文台の写真乾板 

 東京大学・東京天文台は、国内に 4つの観測拠点（東京、岡山、埼玉、長野）を持っていた。各拠

点の望遠鏡と取得した乾板の枚数を表１に示す。東京大学・東京天文台は 1988 年に改組され、文部科

学省・国立天文台と東京大学・天文学教育研究センターに分かれた。現在、国立天文台が所有する乾

板は、木曽観測所で取得された乾板を除く全てである。 

表１：東京天文台の観測拠点と望遠鏡、乾板取得数 

拠点 望遠鏡 口径 期間 所有機関 取得数 所有数 

麻布・三鷹 ブラッシャー天体写真儀 20 cm 1896--1963 国立天文台 
NA 6000 

三鷹 ブラッシャー天体写真儀 15 cm 1953--1963 国立天文台 
三鷹 65cm 屈折望遠鏡 65 cm 1929--1998 国立天文台 NA 1800 
岡山 74 インチ反射望遠鏡 188 cm 1961--1987 国立天文台 21864 15632 
岡山 36 インチ反射望遠鏡 91 cm 1960--1995 国立天文台 2526 1906 
堂平 36 インチ反射望遠鏡 91 cm 1962--1988 国立天文台 3746 2240 
堂平 50cm シュミットカメラ 50 cm 1964--1990 国立天文台 3726 1826 
木曽 105cm シュミットカメラ 105 cm 1975--1997 東京大学 6327 6327 
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３．写真乾板の保存 

写真乾板は、三鷹構内の貴重書庫に保存されている（図１）。貴重書庫は空調されている。写真乾板は

特注の保存容器（図２）に納められている。写真乾板は強いアルカリを嫌うので、個別に“タトウ紙”

(pH 7.0--7.5)に包んでいる（図３）。この保存容器に入れる前は、乾板はクラフト封筒に納めた状態で

保存されていた。封筒の表には観測者が記載したメタ情報が記載されているため、封筒を歴史資料とし

て乾板と一緒に保存容器におさめている（図４）。クラフト封筒は、わずかながら酸性ガスを放出するた

め、その中和を目的として保存容器の蓋にはガス吸着ボード(pH8.5)を取り付けてある。この吸着ボー

ドは調湿機能も備えているため、保存容器外の環境変化の影響を緩和することができる。これらの保存

容器に格納したのち現在に至るまで、写真乾板膜面には目立った劣化は認められていない。 

４．写真乾板の電子化と公開 

 我々は国立天文台が所有する乾板のうち、ブラッシャー天体写真儀による撮像乾板の一部（441 枚、

1899 年-1917 年）、岡山天体物理観測所 188cm 望遠鏡による撮像乾板（3665 枚、1961 年-1987 年）を

電子化し観測メタ情報添えて撮像乾板カタログを公開した。公開した二つのカタログについて紹介し、

乾板の電子化について記述する。 

ブラッシャー天体写真儀の乾板は URL https://prc.nao.ac.jp/prc_arc/brashear/ にて公開され

図１：乾板を保存している貴重書庫の様子 図 2：乾板の専用保存容器。蓋に吸着ボード。 

図３：乾板をタトウで包む 図４：乾板封筒と乾板を一緒に保存容器に格納 
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ている（図５参照）。日本で最初に天体写真を撮影したのは、この望遠鏡である[5]。この望遠鏡は、1900

年頃から 1960 年頃まで掃天観測に使用され、太陽系天体や銀河系内の突発天体の観測で活躍した。

設置から間もない 1900 年に、我が国で最初に小惑星（NIPPONIA, TOKIO）の検出に成功している。こ

れらの小惑星の検出乾板画像は同サイトにて閲覧できる。1945 年にそれまでに取得された乾板の多く

を焼損したが、その後 5000 枚程度の乾板が取得されたが、こちらは公開カタログには含まれていな

い。戦後の乾板については観測メタ情報を添えて中村・他[6]がカタログを出版している。 

岡山天体物理観測所の乾板は URL https://prc.nao.ac.jp/prc_arc/okayama/ にて公開されている

（図６参照）。岡山天体物理観測所は、国内の本格的な観測施設として 1960 年に設置された。設置さ

れた望遠鏡は口径 188 ㎝と口径 91cm の二種類である。設置当時、188 ㎝望遠鏡は世界で 7 番目に大

きな口径の望遠鏡であり、東洋では最も大きな望遠鏡であった。両望遠鏡共に 1962 年から共同利用

的な観測が開始され、取得された乾板は 2 万枚にのぼる。観測対象は太陽系天体、恒星や系外銀河な

ど、さまざまである。岡山天体物理観測所の特筆すべき成果の一つは、さそり座 X-1 の光学同定成功

（1966 年）である。人類が最初に認識した X線源を天体の色をもとに同定できたのは、188 ㎝望遠鏡

の大口径かつ広視野撮像能力に起因する。このさそり座 X-1 発見画像も公開されている。 

乾板の電子化は、市販のスキャナー(EPSON 社 GT-X980)にて実施した。乾板の膜面をガラス面側に

むけ、2400 ppi(一画素 10.6 ミクロン)の解像度で透過光画像を取り込んだ。観測メタ情報は、乾板

属性を表す 20項目（乾板 ID, 天体名、観測時刻、露出時間、フィルター、乳剤ほか）で構成されて

いる。原典は観測野帳である。観測者による手書きを判読が困難な場合は、外部データベースに照会

し、確からしい情報の入力に努めた。なおタイプ入力作業は、光学観測の経験を持つ者が行った。 

５．今後の活動 

我々が公開できたのは、3 万枚のうち 1 割にとどまる。今後は、残る乾板をすべて電子化して公開

するべく活動を継続する。また、現在の公開画像形式は JPEG であるため、今後は科学計測を可能と

する FITS 形式としサイエンスアーカイブを構築することを目指す。 

図５：ブラッシャー天体写真儀カタログ

公開サイト 

図６：岡山 188 ㎝望遠鏡ニュートン焦点

撮像乾板カタログ公開サイト 
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６．まとめ 

国立天文台・歴史的写真乾板ワーキンググループは、東京大学・東京天文台時代に国内光学観測施

設で取得された写真乾板 4万枚弱の保存・公開活動を続けている。写真乾板は中性紙でできた専用容

器におさめ、準理想的な環境で保存している。所有する乾板の一部、三鷹・ブラッシャー天体写真儀

（441 枚）と岡山・188 ㎝望遠鏡で得た撮像乾板（3665 枚）は、スキャナーで電子化しインターネッ

トを介して公開した。残る乾板の電子化と公開を実現するために、これからも活動を続ける。
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KEK史料室の「歴史資料等保有施設」の指定に向けて
菊谷英司

高エネルギー加速器研究機構（KEK）史料室

1 始めに
2011年 4月 1日に「公文書管理法」[1]が施行され、政府機関及び「独立行政法人等」の文書はこの法律により管
理されることになった。「高エネルギー加速器研究機構」（以下 KEK）は「国立大学法人法」に依拠しており、「独立
行政法人等」に該当する。従って、KEKで取り扱われる文書はこの法律に則って処置されなければならないことに
なる。
KEKの「史料室」は、KEK及び日本の高エネルギー物理学関係の歴史資料の収集、整理、目録公開などを行なっ
ているが、その際機構に置かれた「史料委員会」の助言を得つつ活動を行なっている。この委員会の席上で専門家の
方々から、上記法律で趣旨が述べられている「歴史資料等保有施設」[2]の指定を受けることを勧められた。
これを受け、室内でさまざま議論したが、2023年の中盤にこの「歴史資料等保有施設」の指定を受けるとの方針
を決定した。それに基づき、2023年 11月に開催された「第 9回史料委員会」に諮り、正式に室の方針とした。

2 「公文書管理法」
2.1 法文の理解
「公文書管理法」は「行政文書」、「法人文書」、「特定歴史公文書等」について定める法文からなるが、KEK史料室
の取り扱う文書は「法人文書」にあたるものが含まれていると考えられる。
この法律では「法人文書」を次のように定義している（第二条第五項）：「独立行政法人等の役員又は職員が職務上

作成し、又は取得した文書であって、当該独立行政法人等の役員又は職員が 組織的に用いるものとして、 当該独立
行政法人等が保有しているものを言う。ただし次に掲げるものを除く。」

1. 販売目的のもの
2. 特定歴史公文書
3. (冒頭部略） 歴史的、若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料とした特別の管理がされているもの
4.（省略、ある特定の法人だけの条文で KEKには無関係）

この条文を読み、筆者の理解の範囲内で図 1を描いてみた。この図で外側を囲っている「箱」が法律に言う「役員
又は職員が 組織的に用いるもの」である。このように大きく文書の集合を括っておいて、いくつかの種類の文書（図
の右側で破線矢印部分）を「除く」操作をして（つまり篩にかけて）、残った部分が「法人文書」（図で太い矢印で示
した部分）ということになる。言わば　・消・去・法　で「法人文書」を定義していると考えられる。「除く」としているもの
のうち、「(1) 販売目的のもの」（官報、白書、新聞など）はその除外の趣旨はわかりやすいであろう。「(2) 特定歴史
文書」とは、特に永久保存を念頭において「公文書館等」に移管される（た）ものである。これについては後に触れ
る。「(3) 博物館で管理する歴史/学術資料」がここでの議論で主役となるものである。これは「博物館的な施設」に
移管される（た）ものであり、この後やや詳しく説明する。「除く」もののうち、(4) は「新関西国際空港株式会社」
と「日本私立学校振興 ·共済事業団」に関するもので、今回の議論に関係なく以後では記述を省略する。

2.2 消去法的な定義についての問題提起
「法人文書」とされた文書については第十一条に従い、「法人文書管理簿」に記載し、「適正に管理しなければなら
ない」。その「法人文書管理簿」に記載なければならない事項に「保存期間」、「保存期間が満了した時の措置」があ
る。法人としての研究所、あるいは大学の事務部門が作成あるいは、保持して文書であればこのような記載があるこ
とはそう不思議ではない。しかし、研究部門にも「組織的に使用する」文書は様々あり、法文に照らせば「法人文書」
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(4) いくつかの特定の法人の文書

(3) 博物館で管理する歴史/学術資料

(2) 特定歴史文書等

(1) 販売目的のもの

図 1 「公文書管理法」の条文からの「法人文書」の解釈。全体の大きな長方形が「役員又は職員が 組織的に用
いるもの」を表す。そこから (1) ∼ (4) が「消去」されて「法人文書」の集合が得られる。ただし、全体の集合
（大きな長方形）が非常に大きいので、この部分は「『法人文書』の候補」と言うべきかもしれない。

の候補が大量に存在する。たとえば、今回の研究会のような研究集会を開くとする。その場合、研究所内のある部門
の人々が「組織的に」研究会のプログラムをつくり、研究会運営の方針を記載した書類を作成したとする。また、研
究会終了後にその成果をまとめてもの（Proceedingsなどと呼ばれる）も編集発行されることも多い。通常の日本語
としては理解としては、こうして作られた文書は法文に言う「当該独立行政法人等の役員又は職員が 組織的に用い
るものとして、 当該独立行政法人等が保有しているもの」と、解釈できると筆者は考える。
よってこれらは「法人文書」ということになる。仮にこの考え方が法文の解釈として正しいとすると、研究者が制
作した文書にも「廃棄」する日付を明記し、廃棄後の処置を記述した管理簿を制作しなければならなくなるが、この
ことは通常の日本の大学、研究者の世界で共通の認識になるとは考えられない（今のところ）というのが筆者の考え
である。

2.3 「歴史資料等保有施設」の指定を受けるといういう方針
上記のような、研究者集団が作った文書（研究関連文書）の取り扱いとして、「公文書管理法」の趣旨の中で考えら
れる処置が次のようなものである。それは、「法人文書」の候補の集合の中にある研究関連文書は、図 1の「(3) 博物
館で管理する歴史/学術資料」として「法人文書」から積極的に除外するという手段である。このことを図解したも
のが図 2である。即ち、図 1で「消去法」では消えずに残った研究的関連文書（図 2の中で「研究関連文書」と書
いた部分）を、(3) で示した「博物館」のような組織に移管することにより、「法人文書」から、法律的に明確に除く
のである。法文のままであると「法人文書」と解釈され得る文書の中で研究上の記録として価値があると判断したも
のを取り出し、これを (3) 博物館で管理する歴史/学術資料を管理する部署に移管するのである。そして具体的には、
上記の移管先として KEK史料室がなり得るように「歴史資料等保有施設」の指定を受けるというのが今回説明して
いる方針である。
「公文書管理法」の本体には (3)の博物館などについては「政令で定める博物館その他」としか記述されていない
が、この法律の具体的運用について定めた「公文書管理法」の施行令 [3]では、その第五条第一項第四号で「内閣総
理大臣が指定したもの」として通称「歴史資料等保有施設」[2]を定めている。今回の発表では、この施設への指定へ
の申し込みを決定したことを報告していることになる。

2.4 他の選択肢
これまでは、「歴史資料等保有施設」の指定を受けて研究関連文書を KEK史料室で保管するという方針を説明し
てきた。しかし、原理的には他の方法もある。それは、研究関連文書を差しあたって「法人文書」のまま残しておき、
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(4) いくつかの特定の法人の文書

(3) 博物館で管理する歴史/学術資料

(2) 特定歴史文書等

(1) 販売目的のもの

研究関連文書

図 2 「法人文書」の候補から（重要な）研究文書を取り出し、「博物館その他」に指定された「史料室」に移管
するプロセスの概念図。移管すれば、そのことにより法律的に明確に「法人文書」ではなくなる。

後に「特定歴史文書」として保存するという方法である。「法人文書」は、保存期間が満了後、• 廃棄する •「国立
公文書館等」に移管する、の二つの選択肢がある（法第一条第四項）。「国立公文書館等」に移管されたものは基本的
には永久保存となり、強い保存処置が取られる。これが「法人文書」の定義で「除く」とされた「(2) 特定歴史文書」
である。「国立公文書館等」には

1.「国立公文書館」
2. 各法人の内の施設であって、「国立公文書館」と同等の機能を有するもので政令で定めるもの

の二つの項目がある。そこで、KEK史料室が上記の項目の 2.にあたる「国立公文書館等」に指定されれば、研究関
連文書を半永久的に保存することができることになる。「国立公文書館等」は「歴史資料等保有施設」と同様に指定
を受ける事が必要だが、「『国立公文書館』と同等の機能を有する」ことが条件とされているため、ハードウェア、ソ
フトウェア両面で大きな資源を必要とする。現在大規模な国立大学でこの「国立公文書館等」の指定を受けた施設を
保有するところがいくつかあるが、KEKの現状ではこの施設の立上げ/運営は極めて難しく、前に説明した「歴史資
料等保有施設」の指定を受けることが現実の選択となる。

3 今後に向けて考慮すべきこと
上に説明したように「歴史資料等保有施設」の指定を受け、主に研究者等が残した資料を（「歴史資料等保有施設」
に指定された後の）KEK史料室に移管すれば、移管された文書に関しては法律上明確に「法人文書」ではなくなる。
これは閲覧する側から見れば「敷居が低くなった」ことに通じ、資料利用の利便性が増す方向であると理解できる。
ところが、一方では指定後の「史料室」は法律上の「法人文書」は保管することはできなくなる。そして、法文
にある「廃棄」の記述（第一条第四項）から、事務部門が保存期間が終了して「廃棄」した時、「史料室」がこれを
「拾って」きて保管すると、「公文書管理法」に違反したことになるのである。同法律は、飽くまで「廃棄する」とい
うことは、「完全に情報として消す」ことを意味していると推測される。
KEK史料室の室員は「法人文書」として整理されるであろう文書の中でいくつかの文書に歴史的価値があると理

解している。例えば、「大学共同利用機関」である KEKの研究施設での研究課題の審査の書類がそれにあたる。こ
れは、多額の費用を要する共同利用実験の提案から採択までの審議の記録である。巨額の研究費を使って行われた研
究がどのようにして「実験の価値あり」と判断されたかは、事務的な保存とは異なった観点（科学史の視点、学術政
策の点検/研究の視点）から重要な資料である。
また予算に関する記述も（学術政策の点検/研究の視点から）重要な資料であると考えられる。KEKの加速器を中
心とする機器類は多くが公的資金で建設された大規模施設である。これは国家の科学技術政策の研究には欠かせない
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資料となるものであり、その重要性は論を俟たないであろう。こうした文書に関しては、事務部門とも連絡をとりつ
つ今後に対処法を考えていかねばならない。

4 実務的なこと
現在、「歴史資料保有施設」の指定を受ける方針を決定した段階であり、関係官庁とのやりとりが具体的に始まっ
たわけではない。比較的最近この施設の指定を受けた他機関 [4]の経験者によれば、資料の目録の公開の仕方につい
ての細かい指定など、具体的なやりとりが必要となるとのことである。現在のところ、この方面の専門家等の説明に
よれば、現在の KEK史料室の資源でこの指定の実現が可能であると判断され、それに向かって準備中を進めている
ところである。

参考文献
[1] 正式名「公文書等の管理に関する法律」（平成 21 年度法律 66 号）。例えば、https://elaws.e-

gov.go.jp/document?lawid= 421AC0000000066 から見ることができる。
[2]「 公 文 書 管 理 法 」の 法 文 に は「 歴 史 資 料 等 保 有 施 設 」と い う 文 言 は な い が 、

https://www8.cao.go.jp/chosei/koubun/ about/kikan/kikan.html に見える。このサイトでは同施設に
指定を受けた組織の名称が表として掲げられている。

[3] 正式名「公文書等の管理に関する法律施行令」（平成 22 年政令 250 号）例えば、https://elaws.e-gov.go.jp/

document?lawid=422CO0000000250 から見ることができる。
[4] 防災科学技術研究所（つくば市）を実際訪問し、担当者の話しから。
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2023 年度第 2 回 

「自然科学系アーカイブズ研究会」 プログラム

2024 年２月27日 火曜日 

13:20 ~ 13:40  ［オンライン参加者のための接続テスト］ 

13:40 あいさつ： 藤堂泰 （核融合研 副所長） 
13:45 研究会の進め方について： 村上 泉 （核融合研・核融合アーカイブ室）13:50 

研究会のテーマと趣旨説明： 高岩 義信 （KEK・史料室） 

企画講演 

14:00 ~ 14:30  橋本 陽 （京都大学・大学文書館） 
「アーカイブズ記述標準の思想とその実践方法」 

14:30 ~ 15:00  奥野 雅子 （大阪中之島美術館・アーカイブズ情報室） 
「ArchivesSpace を用いたアーカイブズ資料の情報管理―現状と課題」 

概要：大阪中之島美術館アーカイブズ情報室では、階層記述を標準とする資料管理に適したオープンソースソフト 
ウェア ArchivesSpace を用いている。プロポーザル方式で募集・選定された事業者に業務委託することで、
2019 年度より利用を開始した。日本での ArchivesSpace 導入事例として、現在の運用状況や課題につい
て 報告する。

15:00 ~ 15:30  中村 覚 （東京大学・史料編纂所） ［オンライン講演］ 
「持続性と利活用性を考慮したデジタルアーカイブ構築手法の提案」 

概要：日本社会においても、文化的資産としてのデジタルコンテンツを整備し共有することの意義が着実に認知さ 
れつつあるなかで、デジタルな研究資源を生かしたデータベース等の継続が立ち行かなくなるケースが散見 
される。そこで本研究では、デジタルアーカイブをいかに存続させるかという課題に対して、持続性と更に 
は利活用性までを考慮したデジタルアーカイブ構築について、技術面に特化した手法を提案する。また実際 
にデジタルアーカイブを構築および活用を行うことで、提案手法の有用性を検証する。 

休憩 

15:50 ~ 16:20  青木 健一 （金沢大学・名誉教授） 
「湯川記念館史料室の SDGs はどこ（か）にあるのか？」 

概要：湯川記念館史料室の所有する資料の全目録と一部のスキャン PDF の一般公開を 2023 年 9月に開始した。そ
の ために、何を求め、何を捨て、何を割り切ったのか、flexible で robust で fail safe な方法は作れたの
か。 ここでは、純粋にデータハンドリングの視点だけからの、貧しくつたない素人の経験をお話します。
（湯川 記念館史料室のトータルな活動については、小沼通二さんの講演をお聞きください。） 
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一般募集講演 

16:20 ~ 16:35  小沼通二 （慶應義塾大学・名誉教授） 
「湯川記念館史料室の歩み」 

概要：青木健一さんが現状を話されるので 発足以来のことを紹介する。 

16:35 ~ 16:50  雨宮 高久 （日本大学・理工学部） 
「名古屋大学プラズマ研究所に至るまでの核融合研究者コミュニティにおける「研究所」に関する 
議論の変遷」 

概要：本発表では、名古屋大学プラズマ研究所（核融合科学研究所の前身機関のひとつ）の設立に至るまでに、核 
融合研究者コミュニティ（具体的には、京都大学基礎物理学研究所、超高温研究会、核融合懇談会、日本学 
術会議核融合特別委員会、原子力委員会核融合専門部会）で検討された「研究所」の新設に関わる議論の変 
遷について、核融合科学研究所・核融合アーカイブ室などのアーカイブ機関に所蔵された文献史料に基づき 
調査・分析した結果を報告する。なお、本発表は核融合科学研究所共同研究「名古屋大学プラズマ研究所の 
創設に関わる歴史研究」（NIFS22KIIV001）および科学研究費補助事業・若手研究「「核融合懇談会」か 
ら探る「研究者組織」発足のための要因に関する研究」（22K13030）の一環として行った調査・研究に基 
づくものである。 

17:00 ~ 19:00  懇親会： 
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２月28日 水曜日 

9:30 ~ 9:45 中山正敏 （九州大学・名誉教授） 
「「全物協」機関誌の紹介」 

概要：１９６０年前後数年間、「全国物理科学生協議会」（全物協）が作られ、その機関誌１－９号が保存されて 
いる。その状態と、内容を紹介する 

9:45 ~ 10:00 加藤 茂孝 （東京慈恵会医科大学・客員教授） 
「現在進行形イベントのデータの保存と、その後世での活用：なぜそのデータが上手く活かされな 
いのか？新型コロナパンデミックで感じた事」 

概要：パンデミックの場合、正確な情報が上手く得られない、また、まとめられた情報が次のイベントの発生時に 
上手く活かせないことがある。その壁をどの様に乗り越えればよいのか？ 新型コロナに関してアーカイブ 
ズの観点から感じた事を話します。 

10:00 ~ 10:15  松田慎三郎 （（公益財団）明倫学舎） 
「核融合研究開発に生涯をかけた森茂の志」 

概要：筆者が新卒で原研に入所して以来森茂は直接の上司であり、それは森茂が副理事長を退官するまで続いた。 
また筆者は退官後森茂が残した資料をアーカイブズ資料として登録する作業を行った。この直接対話および 
資料を通して森茂が何を目指し、どのような方法ででプロジェクトを段階的に立ち上げ、日本の核融合研究 
開発を牽引していったかを知ることができ、そこには今の時代にはほとんど見られなくなった強い信念、大 
きな志を感じることができる。 

10:15 ~ 10:30  木村 一枝 （核融合研・核融合アーカイブ室） 
「森一久原子力関係資料受け入れ後の展開」 

概要：核融合アーカイブ室は、2021 年、森一久（(1926-2010)元日本原子力産業会議(現日本原子力産業協会)副 
会長）が遺した原子力関係資料を受け入れた。その後の資料活用と新たな森一久資料について報告する。な 
お、「森茂・一久 エネルギー開発に生涯をかけた兄弟」（松田慎三郎、木村一枝著） は核融合科学研究 
所公式サイトでアーカイブ室刊行物として WEB 公開されている。 

休憩 

10:50 ~ 11:05  小南理恵 （鶴見大学・文学部・ドキュメンテーション学科） 
「大規模装置プロジェクトの予算獲得プロセスの特徴：1980-1990 年代を対象に」 

概要：大規模装置は核融合科学、高エネルギー物理学、天文学などの領域において必要不可欠な実験環境・観測環 
境を提供するものである。一方で、装置の建設には多額の公的資金が使用されることから、政府・研究者・ 
市民による合意形成が必要となる。本発表では、1980～1990 年代に予算計画と建設が進められた大規模装 
置である、大型ヘリカル装置(LHD)、B ファクトリー加速器（KEKB）、大型光学赤外線望遠鏡すばるを対 
象に、関連する史資料から、装置建設において政府による資金拠出が方向づけられたプロセスを整理・分析 
する。 

11:05 ~ 11:20  神田啓史 （国立極地研究所・アーカイブ室） 
「極地研アーカイブズと南極 OB 会」 

概要：国立極地研究所のアーカイブズ活動において、南極関係の資料の収集や管理は研究所の職員だけでは対応し 
きれない。南極観測を取り巻く任意団体や会社組織が担う役割は無視できなくなってきた。とくに、任意団 
体である南極ＯB 会の活動について紹介したい。 
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11:20 ~ 11:35  柳澤顕史 （国立天文台・ハワイ観測所） 
「国立天文台・歴史的乾板ワーキング グループの活動と成果」 

概要：国立天文台には東京天文台時代に取りためた 4 万枚弱の写真乾板がある。これらは再現不可能な研究資源と 
して保全・活用する価値がある。本写真乾板の保存とアーカイブ活動について紹介する。 

11:35 ~ 11:50  菊谷 英司 （KEK・史料室） 
「KEK 史料室の「歴史資料等保有施設」指定に向けて」 

概要：公文書管理法が施行され、法人文書などの取り扱いが定められた。それに従った資料の保有について内閣府 
による「歴史資料等保有施設」の指定に向けての準備について発表する 

昼食 

13:00 ~ 14:30  総合討論： 

終了後、希望者に核融合科学研究所の施設見学を企画しています。 所要時間４０分程度 



（敬称略、五十音順、所属等は研究会開催時）

氏　名 所　属　等

青　木　健　一 金沢大学（名誉教授）

＊ 青　木　祐　一 学習院大学大学院アーカイブズ学専攻

＊ 油　谷　泰　明 理化学研究所・記念史料室

雨　宮　高　久 日本大学理工学部

＊ 有　賀　暢　迪 一橋大学大学院言語社会研究科

＊ 井　川　亜紀子 高エネルギー加速器研究機構・史料室

井　口　春　和 核融合科学研究所・核融合アーカイブ室

猪　鼻　真　裕 一橋大学大学院言語社会研究科

＊ 元 ナ ミ 東京大学・文書館

大　坂　亜紀子 国立極地研究所・アーカイブ室

＊ 太　田　富　康

岡　村　昇　一 核融合科学研究所（名誉教授）

＊ 小　川　千代子 国際資料研究所（代表）

奥　野　雅　子 大阪中之島美術館・アーカイブズ情報室

＊ 奥　村　牧　人 国立国会図書館　電子情報部 電子情報企画課
加　藤　茂　孝 東京慈恵会医科大学

加　藤　輝　美 核融合科学研究所・核融合アーカイブ室

＊ 金　谷　和　至 筑波大学・宇宙史研究センター

＊ 神　崎　信　子 理化学研究所・記念史料室

神　田　啓　史 国立極地研究所・アーカイブ室

菊　谷　英　司 高エネルギー加速器研究機構・史料室

木　村　一　枝 核融合科学研究所・核融合アーカイブ室

＊ 清　原　和　之 島根大学・法文学部

＊ 九　後　太　一 京都大学基礎物理学研究所

工　藤 栄 国立極地研究所・アーカイブ室長

＊ 河　野　洋　人 国立科学博物館

小　沼　通　二 慶應義塾大学（名誉教授）

小　南　理　恵 鶴見大学

＊ 坂　本　隆　一 核融合科学研究所

＊ 笹　山　光　樹 国立国会図書館

＊ 佐　藤　崇　範 琉球大学島嶼地域科学研究所

＊ 塩　川　由　紀 東京大学医学図書館

2023年度第2回　自然科学系アーカイブズ研究会参加者
日程：2024年2月27日（火）～28日（水）
会場：自然科学研究機構核融合科学研究所



菅　原　寛　孝 高エネルギー加速器研究機構

＊ 関　本　美知子 高エネルギー加速器研究機構・史料室

高　岩　義　信 高エネルギー加速器研究機構・史料室

＊ 千　葉　庫　三 東京工業大学大学院

＊ 辻　川　 　敦 あまがさきアーカイブズ

藤　堂　 　泰 核融合科学研究所・複合大域シミュレーションユニット

＊ 富　田　 　悟 理化学研究所・広報室記念史料室

中　西　秀　哉 核融合科学研究所・研究部可知化センシングユニット

＊ 中　村　 　覚 東京大学・史料編纂所

＊ 中　村　優　子 高エネルギー加速器研究機構・史料室

中　山　正　敏 九州大学（名誉教授）

成　嶋　吉　朗 核融合科学研究所

難　波　忠　清 核融合科学研究所・核融合アーカイブ室

＊ 西　谷　 　正

沼　波　政　倫 核融合科学研究所

＊ 根　本　しおみ 国立天文台

＊ 野　村　昌　治 高エネルギー加速器研究機構（名誉教授）

橋　本　 　陽 京都大学大学・文書館

＊ 早　部　保　良 TOPPAN株式会社
菱　木　風　花 一橋大学大学院言語社会研究科

平　田　光　司 高エネルギー加速器研究機構

＊ 別　所　泰　典 高エネルギー加速器研究機構・ミュオン

＊ 細　矢　 　剛 国立科学博物館　植物研究部

＊ 堀　 　久仁子 自然科学研究機構　国立天文台

＊ 政　池　 　明 京都大学（名誉教授）

松　田　慎三郎 （公財）明倫学舎

＊ 松　村　光希子 学習院大学大学院アーカイブズ専攻

＊ 三　輪　紫都香 理化学研究所・広報室

村　上　 　泉 核融合科学研究所・核融合アーカイブ室長

柳　澤　顕　史 国立天文台・ハワイ観測所

＊ 山　内　 　恭 国立極地研究所・アーカイブ室

＊ 湯　浅　富久子 高エネルギー加速器研究機構・計算科学センター

＊ 吉　田　英　俊 量研OB（原研OB）
＊ 吉　田　萩　子 核融合科学研究所・図書室

《注》氏名の前の“＊”印は、zoom経由参加者を示す
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